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読者各位

インド太平洋防衛フォーラムにようこそ。今号のテーマは	
「防衛フロンティア」。同盟・提携諸国は安保強化を目指して
地域全域で防衛任務に尽力しています。そのためにも、技術

革新、協調・協力関係の強化を含んだ、新規および既存の協業作業
が現在進行中で、全方位において国力を活用する上での戦略的優位性
を獲得しようとしています。

そこで、ここでは共同の取り組みに焦点を当て、防衛と安保に関する
競合および戦闘地域における技術の役割の進化について考察します。

巻頭には、同地域における米国の取り組みと提携体制の重要性を説
くロイド・オースティン（Lloyd Austin）米国防長官の記事を掲載。
その中で、オースティン国務長官は、「共同の取り組みこそ、我々の
能力も耐久力も高める」ことを協調しています。北朝鮮の核脅威、
ビルマの不安定な情勢、独裁政権による威嚇、気候変動、新型コロ
ナウイルス感染症（COVID-19）パンデミックに対処する上でも、志
を同じくする諸国間の戦略的パートナーシップが、短期であれ長期
であれ、不可欠なのです。 

FORUMスタッフが担当した記事には、統合抑止に注視しながら
提携体制を深く考察する内容が含まれています。統合抑止とは紛争
の抑止を目的として合同部隊と協調を図り、同盟・提携諸国と同調
しながら、全領域にわたりあらゆる形態の国力を投入することを指
します。また、通信や対話の状態を改善し兵器や装備の機能に対する
理解を深化するために、多国籍間における訓練と技術の共有にこの
考え方を取り込む必要があります。 

戦略的抑止に関しては米国戦略軍（USSTRATCOM）司令官の	
チャールズ「チャス」A・リチャード（Charles “Chas” A. Richard）
海軍大将の見解を問うインタビュー記事が掲載されています。中露
を起因とする紛争激化の可能性により、ここ数十年間は鳴りを潜め
ていた大国間の覇権争いが発生する可能性に陥っています。脅威が
進化する中、これを阻止する基盤は依然として変わっていません。
戦略的攻撃の阻止および軍隊動員という米国戦略軍の任務がインド
太平洋地域にまで拡大されたことは、同地域の安定と平和に取り組
む米国の意図を実証するものです。

敵が軍事作戦の偵察や攻撃において無人航空機をより頻繁に利用
するようになってきたことで、ドローン（小型無無人機）の急増が
地域の平和に対する新たな脅威として浮上してきました。ドローン技
術に対応し、その機能を活かすための最善策を模索することが軍事
近代化計画においてますます重要性を帯びています。今号のFORUM
には、資産にも敵にもなり得るこの技術のダイナミクスを考察する記事
も含まれています。

すべての分野・領域において、技術の使用にはメリットとリスク
が伴います。サイバー不安やインターネットの規制不備により、	
法執行と攻撃者の抑止という面で独特な課題がもたらされます。	
ダニエル・K・イノウエ・アジア太平洋安全保障研究センター
（DKI APCSS/Daniel K. Inouye Asia-Pacific Center for Security 
Studies）のセバスチャン・キーブニー（Sebastian Kevany）博士と
デオン・キャニオン（Deon Canyon）博士が、健康・衛生関連の	
サイバーセキュリティ脅威に対処する上での障害について考察して
います。 

今号の記事により差し迫った問題に関する地域対話が促進	
されれば幸いです。読者の方々のご意見をお聞かせください。	
ipdf@ipdefenseforum.com 宛に、皆様のご意見やご感想をお寄	
せください。

インド太平洋の行方IPDF

「インド太平洋防衛フォーラム」は、インド太平
洋地域の軍関係者に国際的な公共討論の場を提供
することを目的として、米インド太平洋軍司令官
が四半期ごとに発行している軍事専門誌です。 
本誌に記載されている意見は、当該司令部または
米国政府の他の機関の方針や見解を表明するもの
ではありません。特に記載のない限り、記事はすべて
FORUM スタッフが執筆したものです。国防総省の規
定と必要性に応じて公共事業を実施するために、 
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寄稿者IPDF

チャールズ「チャス」A・リチャード（CHARLES “CHAS” A. 
RICHARD）米国海軍大将は、米国戦略軍司令官として世界的
な指揮統制の責任を担う。1982 年にアラバマ大学を優秀な
成績で卒業後、アメリカ・カトリック大学および米海軍大
学校でも、優れた成績で修士号を取得。最近では、バージ
ニア州に所在するノーフォーク海軍基地で潜水艦部隊の指
揮官を務めた。他の主要な任務として、米国戦略軍の副司令官、

国防総省の潜水艦戦部長官、米国戦略軍の地球規模攻撃・集積統合機能構成
部隊の副司令官、ジョージア州に所在するキングズベイ海軍潜水艦基地の
第 10潜水艦群司令官が挙げられる。28 ページに掲載

デビン・R・ペッパー（DEVIN R. PEPPER）准将は、米国宇宙
コマンド（USSPACECOM）の戦略・計画・施策部門（DJ5）
副部長。統合軍計画に概説される戦闘部隊司令官の任務
の補助役として、軍事戦略の策定、戦略的手引の発行、
軍事作戦と有事作戦の計画策定、政策の策定における	
責任を担う。1989 年に米国空軍に入隊し、1996 年に	
将校訓練学校を経て将校に任官。米国空軍兵器学校	

（宇宙優越飛行隊）を卒業し、飛行隊、班、空軍航空団、宇宙軍駐屯軍
を指揮した軍歴を有する。現職を担う前はコロラド州バクリー空軍基地
でバックリー駐屯軍の指揮官を務めた。24 ページに掲載

サロシュ・バナ（SAROSH BANA）氏は、ムンバイに拠点を置く「ビ
ジネス・インディア（Business India）」の編集長、ドイツの
隔月刊紙「ネイバル・フォース（Naval Forces）」のアジア
太平洋地域編集者、シドニーに拠点を置くサイバーセキ
ュリティ専門誌「アジア・パシフィック・セキュリティ・
マガジン（Asia Pacific Security Magazine）」のインド
担当記者。防衛と安保、サイバーセキュリティ、国際問題、

政策と戦略、宇宙、電力とエネルギー、環境と保全に関する話題を担当
する。インド、スイス、ドイツへの留学経験を有し、ハワイに拠点を
置く独立研究機関「イースト・ウエスト・センター」の役員を務める。
42 ページに掲載

デオン・キャニオン（DEON CANYON）博士は、ダニエル・
K・イノウエ・アジア太平洋安全保障研究センター（DKI-
APCSS）の教授を務め、危機管理、バイオセキュリティ、
太平洋諸島地域、グレーゾーンの活動を専門に扱う。	
複雑かつ動的な安保脅威の理解、管理、制御、防止に重点
を置いて、革新的なアプローチで学際的研究に従事する。
同研究所を含め、オーストラリアと米国に所在する複数
の大学や機関に所属した 29年間の研究生活の中で、
240 冊超に及ぶ著書を発表。

セバスチャン「バス」・キーブニー（SEBASTIAN “BASS” 
KEVANY）博士は、健康・衛生安保、健康・衛生外交、外交
政策として捉える健康、国際関係、エピデミック（局所的

流行）、パンデミック（世界的流行）、世界的な公衆衛生の専門家で、ダニ
エル・K・イノウエ・アジア太平洋安全保障研究センターの教授を務める。
同領域内において監視と評価、費用効果分析、外交、国内安保と国際安保、
紛争解決、および国際紛争の防止または解決を目的とした公衆衛生とエピ
デミック制御プログラムの使用に関連する分野で豊かな経験を備える。	
また、中東と北アフリカ、太平洋諸島、サハラ砂漠以南のアフリカ諸国	
への100回超の現地訪問による実地調査の経験を有する。60 ページに掲載

議論に参加
ご意見を 
お聞かせください！
「アジア太平洋防衛フォーラム」は、
インド太平洋地域の軍事と安全保障
に携わる人々に向けて刊行されて
いる無料の軍事雑誌です。米インド
太平洋軍司令部が四半期ごとに編集・
発行する本誌は、テロとの戦いから
国際協力、自然災害まで、地域全体
の安全保障に対する取り組みに影響
を及ぼすトピックを取り上げ、深
く掘り下げた高品質なコンテンツ
をお届けします。 

インド太平洋防衛フォーラムには
広範にわたるトピックが掲載され、
毎日新しい記事が更新されています。
以下のアドレスでご覧ください。
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ウェブサイトでは以下を行うこと
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n	 �記事の投稿方法を知る

Facebook、Twitter、Instagram、
WhatsApp でのフォローをお待	
ちしています：@IPDEFENSEFORUM
バックカバーをご覧ください。
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し iTunesまたはGoogle 
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してください
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地域全体の展望IPDF

韓国

「日越防衛装備品・ 
技術移転協定」の締結で 

防衛協力を強化
潜水艦技術により
新たな路線を邁進

中国の軍事的影響力の高まりに対する懸念を踏まえ、	
軍事協力関係の強化に取り組む日本とベトナムが 2021 年
9月に「日越防衛装備品・技術移転協定」を締結したことで、
日本はベトナムに防衛機器や技術を移転できるようになった。

同協定により日越防衛協力が「新たな段階」に入ったと
述べた岸信夫防衛相（写真）の発表によると、日本とベ
トナムは多国籍合同演習などを通じて今後一段と防衛協
力関係を深化していく構えである。 

日本の防衛省が声明を通して発表したところでは、ベトナ
ムのファン・バン・ザン（Phan Van Giang）国防相との
日越防衛相会談では、インド太平洋地域における航行の
自由と領空通過権の維持だけでなく、サイバーセキュリティ
を含むさまざまな防衛分野で協力体制を確立することの
重要性について合意した。

中華人民共和国（中国）で釣魚群島と呼ばれる尖閣諸島は
日本が実効支配しているが、その領有権を主張する中国の
海警局船舶が諸島周辺への侵入を繰り返していることで、
日本政府は度々抗議を申し立てている。日本当局によると、
中国船舶は日本領海に当たる同諸島周辺に日常的に侵入し、
時には日本漁船を脅かしている。

岸防衛相はザン国防相との会談の席で、国名で特定国
に言及することはなかったものの、暗に中国を指しながら、
東シナ海と南シナ海で攻撃性を増す活動に言及し、「力	
による一方的な現状変更の試みにより緊張を高める」行為
に対して日本が強く反対すると表明した。

ベトナムは日本政府が防衛装備品・技術移転協定を締結
した 11番目の国となる。長年の同盟国である米国以外
とも軍事協力体制を確立することを目指す日本は、	
オーストラリア、インドネシア、フィリピン、英国とも
同様の協定を締結している。AP 通信

ア
ナリスト等の見解によ
ると、韓国が原子力で
ない通常動力型の潜水
艦発射弾道ミサイル 

（SLBM）の開発を積極的に推進する
ことで、北朝鮮や米韓同盟だけでな
く、将来的な韓国による核兵器保有の可能性にも影響がお
よぶという。
韓国政府系報道機関の聯合ニュース（Yonhap News 

Agency）の報道では、2021 年 9月に韓国は最近就役した
潜水艦 KSS-III「島山安昌浩（Dosan Ahn Chang-ho）」から
潜水艦発射弾道ミサイル発射実験を実施し、独自の能力を
示すことに成功した。非核保有国の中で潜水艦発射弾道ミ
サイル運用能力が確認されたのは韓国が初となる。
韓国政府の発表によると、核弾頭を搭載していない同通常

型武装ミサイルは北朝鮮からの攻撃を迎撃することを目的と
して設計されている。アナリスト等の見解によると、韓国が
核兵器保有に向けた路線に切り替えた場合の基盤など、同兵
器にはその他多くの思惑が込められている。
韓国が発射実験を行った潜水艦発射ミサイルは、玄武 -2B

（Hyunmoo-2B）地上発射型弾道ミサイルの派生型であると考
えられている。飛行距離は約 500 キロで北朝鮮開発の核弾
頭搭載可能な潜水艦発射ミサイルよりも小規模と見られる。
しかし、韓国の技術のほうが高度であり、比較的作動音

が静かな潜水艦の非大気依存推進（AIP）システムと潜水艦発射
ミサイルの組み合わせは「既成の概念を一変」し得る兵器
と述べたアナリストで軍用潜水艦専門家のH・I・サットン
（H. I. Sutton）氏は、「こうした点から、これは世界で最も
強力な通常動力の武装潜水艦である」と、ネイバル・ 
ニュース（Naval News）の記事の中で述べている。
米国に拠点を置くカーネギー国際平和基金（Carnegie 

Endowment for International Peace）のアンキット・パンダ
（Ankit Panda）上級研究員の説明によると、ほぼ不可抗力的
に対抗政策が必要とされる環境に曝されている韓国において、
潜水艦発射ミサイルはその政策の強化を目的として開発 
されている一連の通常型ミサイルの一種である。同政策は
北朝鮮の攻撃の機先を制するため、または大規模紛争発生時
にその指導力を無力化するための攻撃作戦計画を指すもの
である。
米国は 1991 年に韓国から戦術核兵器を撤収したが、「核

の傘」に基づき韓国という同盟国の安全を保護している。
ロイター

日本、ベトナム

2021年 9月 15日に韓国
が自国海域で実施した
3000 トン級中型潜水艦
からの潜水艦発射弾道
ミサイルの初実験
AP 通信
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インド

密輸対策当局が3,400 億円相当（27 億米ドル）のアフガニスタン産ヘロインを押収

イ
ンド太平洋地域で中華人民共和国（中国）が影響力を
拡大する中、米国当局が 2021 年 9月中旬に同地域の
状況を踏まえオーストラリア、英国、米国が「AUKUS
」と呼ばれる新たな国家安保枠組を発足したと表明し

た。これには米英がオーストラリアによる原子力潜水艦の開発・	
展開を支援する内容が含まれている。
当局の発表では、スコット・モリソン（Scott Morrison）豪

首相、ボリス・ジョンソン（Boris Johnson）英首相、ジョー・
バイデン（Joe Biden）	
米大統領が発表した同枠組に基づき、米国は原潜技術や能力を
オーストラリアに供与し同国の原子力潜水艦の展開を支援する
予定であるが、オーストラリアへの核兵器の提供については 3ヵ

国共に強く否定している。 
当局の説明によると、潜水艦には核兵器は搭載	

されないが、原子力潜水艦を運用することでオーストラリア海軍は比
較的静粛に長期間の連続潜航が可能となり、インド太平洋全域
で敵対国を牽制できるようになる。人工知能、量子技術、サイバ
ー機能といった分野での	
協力体制にも焦点を当てる同安保枠組は「特定国を標的とした同
盟ではない」と、当局は表明している。
ジョンソン首相は声明を通して、「インド太平洋地域における

同盟・提携諸国の利益を保護し、ひいては諸国の国民を防御する
上で同安保協力枠組がますます重要な役割を果たすことになる
」と述べている。ロイター

2021年 8月にアフガニスタンで再び
タリバンが政権を掌握したことで	
発生した混乱の中、インド当局が	

同年9月中旬、アフガニスタン産ヘロイン
約 3トンを押収したと発表した。	
推定末端価格は約 3.400 億円	
（27 億 2,000 万米ドル）に上る。

アフガニスタンは世界最大の麻薬密
造国である。復活した第二次タリバン
政権は麻薬取引を禁止する意向を明	
らかにしたものの、その計画の詳細は
発表されていない。

当局の説明によると、運搬に関与	
した個人 2人が逮捕され、本記事執筆
時点で未だ捜査が続いている状況	
であった。

国内最高の密輸防止機関であるインド
財務省歳入情報局（DRI）が発表した
ところでは、積み荷に薬物が含まれて
いるとの密告が捜査の契機となり、	
グジャラート州西部に位置するムンドラ
港に保管されていたコンテナ 2個から
発見された薬物を当局が押収するという
展開となった。積み荷はインド南部の

アーンドラ・プラデーシュ州ヴィジェ
イワダに所在する企業が輸入したものと
言われている。

当局は、「これまでの捜査により、
複数のアフガニスタン国民の関与が明
らかとなり、こうした個人も捜査対象
となっている」と述べている。

警察当局が発表した声明によると、
麻薬が隠されていた積荷の発送先は	
デリー連邦直轄地で、逮捕された 2人
はヴィジェイワダ内の住所に基づいて
輸出入許可を申請していた。ロイター

国家安保枠組により	
原子力潜水艦技術を共有

オーストラリア

2021 年 9 月、展開任務完了後
にハワイのパールハーバー・
ヒッカム統合基地に帰港する
攻撃型原子力潜水艦「イリノイ

（USS Illinois）」AP 通信
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シンガポールを訪問できたことを大変喜ばしく感
じています。また、シンガポールに所在する	
国際戦略研究所（IISS）主催の年次会議における

「第 40回フラートンレクチャー」で講演させていただ
けるのは非常に光栄です。インド太平洋地域に関する
対話を充実させるため、IISS［国際戦略研究所］は多大
な努力を払ってくださいました。現在、世界は困難な
時期にありますが、友好諸国と協力を図ることでパン
デミックを克服して以前よりも強力な世界を築けると
確信しています。

本日は米国新政権の代表として講演させていただき
ますが、永続的な米国の取り組みを再確認するという
使命も帯びています。とりわけ、提携体制の戦略的必要性
についてお伝えしたいと思います。

平時か有事かを問わず 40年以上にわたり軍事に従事
してきた自分自身の経験から、「単独で進める者はいない。
少なくとも非常な長期にわたり独りで物事に臨める者
はいない」という著しく重要な教訓を得ました。米国
と同盟・提携諸国はお互いが分離していた時間よりも
はるかに長い時を協力して進み、はるかに強くなりま
した。同盟・提携諸国と協力することで米国と地域の
安保を高め、発展・繁栄を実現することができるのです。

友好諸国と共に米国はこの地域で共通の措置が必要
となるさまざまな課題に直面しています。パンデミック

や気候変動による実存的脅威、台頭勢力の強制行為からの
悪影響、北朝鮮の核脅威といった越境脅威、ビルマ	
のような国内弾圧、そして法治を無視し全人類に与	
えられるべき基本的な権利と尊厳を損なう国家指導者
による政治などに対する懸念が存在します。米国は諸国
と共にこうした課題の克服に取り組んでいきます。

諸国に共通の安保は同盟・提携諸国の手にかかって
います。今回東南アジアを訪問したのは、こうした国々
と米国との絆を深めるためです。同盟と友好による	
提携網は比類のない戦略的資産となります。米国が味方
のありがたみを忘れることは決してありません。一丸
となって努力すれば地域がパンデミックの打撃から回復
でき、法治に基づく国際秩序が強固に確立された一段
と明るい未来に向けて前進することができます。	
つまりより優れた安保、安定性、発展状況、弾力性、
開放性を備えた世界が生まれるということです。

米国は長年にわたり大規模な課題や変遷が発生した	
時代においては、特に提携関係が重要になるという	
超党派的信念を掲げています。ここでこの信念を再確認	
できることを喜ばしく感じています。すべての諸国は新型
コロナウイルス感染症（COVID-19）パンデミックの影響
に喘いでおり、未だに人々は酷い犠牲を強いられています。

それでもインド太平洋諸国にはこれまでも試練を乗り
越えてきたという歴史があります。今日発生している事象

責任、
提携、軍務

米国「インド太平洋戦略」における
軍隊の役割：米国防長官の見解

ロイド・オースティン国防長官/米国国防総省

2021年7月下旬にフィリピン、ベトナム、シンガポールの東南アジア3ヵ国を歴訪したロイド
・オースティン（Lloyd Austin）米国防長官がシンガポールで行った演説をご紹介。	

これはジョー・バイデン（Joe Biden）米政権が新たに発表した「インド太平洋戦略」における
米国国防総省の役割を米国が初めて明確化する機会となった。
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は、重大な危機、そして共通の目的として危機克服に向
けた勇ましい努力という特徴で表現することができます。
第二次世界大戦の余波から冷戦の冷えた対立構造、また
1997年の金融危機時のパニックや2004年の津波被害に
至るまで、何度も同様の情勢が発生しました。しかし、
これまで非常に多くの危機に直面したにもかかわらず、	
インド太平洋諸国はこうした時期に起こりがちな内向的
姿勢に陥るのではなく、強力な絆を構築することでより
包括的で安全かつ繁栄した地域を築き上げてきました。

今日、この容赦のないコロナ禍の中、諸国は再び提携
の威力と分裂の危険性のいずれかを選ばなければならない
重要な分岐点に共に立っています。個人的には、インド	
太平洋諸国はその総力を結集することで再び挑戦に立ち向
かうと確信しています。そして、米国は長年にわたる友好国
として諸国を支持・支援していくつもりです。

パンデミック収束後の目標は単に元の状態に戻	
ることではありません。ジョー・バイデン米大統領が
述べたように、諸国は協力を図ることで「より優れた世
界を再建」するのです。すべての諸国にとっての中核問
題は、「どのように団結して回復と再建を成し遂げる

2021 年 7月、インド太平洋地域に対する米軍の取り組みを再確認する
任務を帯びてシンガポールを訪問した際に行われた栄誉礼を受ける
ロイド・オースティン米国防長官（最前列）とその後ろに続く	
シンガポール国防相のウン・エンヘン（Ng Eng Hen）博士 
チャド・J・マクニーリー（CHAD J. MCNEELEY）/米国国防総省

2021 年 6月、南シナ海での任務実施中、共に航行するシンガポール
海軍のステルスフリゲート「イントレピッド（RSS Intrepid）」（前方）
と米国海軍の誘導ミサイル巡洋艦「シャイロー（USS Shiloh）」
オズワルド・フェリックス・ジュニア（OSWALD FELIX JR.）上等水兵 / 米国海軍
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2021年 7月、ハノイでロイド・オースティン米国防長官（左）の訪問を歓迎
するベトナム国防省職員たち  チャド・J・マクニーリー（CHAD J. MCNEELEY）/ 米国国防総省

2021 年 5月、米国海軍・第
12ヘリコプター海上戦闘飛行隊	
（HSC-12/ 愛称：ゴールデン
・ファルコンズ）に配属された
ベトナム・ホーチミン市出身
のチュン・グエン（Trung 
Nguyen）二等空兵が、米国
海軍のロナルド・レーガン	
（USS Ronald Reagan）空母
の飛行甲板に着陸するMH-60S
哨戒ヘリコプター（愛称：	
シーホーク）に信号を送る様子
サマンサ・ジェッツァー（SAMANTHA JETZER） 
二等兵曹 / 米国海軍
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か？」、そして「どのように協力を図って取り組め
ば、より弾力性のある地域秩序を構築できるか？」
です。その答えには 3つの要素が関与すると米国は
考えています。そして、この要素はすべての提携体
制の必要性に根ざしたものです。

•	第一に、最も緊急の課題は「回復」であると
いうことが挙げられます。パンデミック対策
への取り組みを倍増し、より安全で健康的か
つ豊かな未来を切り開く必要があります。

•	第二に、より長期的な視点をもって協力体制
と能力開発、およびここ東南アジアとインド
太平洋全域の安保課題の必要性を満たす抑止
構想の確立に投資していく必要があります。

•	第三に、太平洋諸国として一致団結して壮大
かつ長期的な構想に改めて専念することで、
提携関係、発展・繁栄、進歩における新たな
未来像に繋がる自由で開かれた地域を構築し
ていかなければならないのです。

この 3つの分野をより詳しく説明しましょう。
まず、回復については、基礎に焦点を当てる必要

があります。速やかに協力を図ることでコロナ危機の
収束に取り組み、地域の経済的活力を取り戻さなけれ
ばなりません。パンデミックの発生により、人類は世
界がどれほど密に絡み合っているかを思い知らされま
した。今日では、地球のどこか1ヵ所で健康・衛生上
の問題が発生すれば世界的な安保脅威となります。

インド太平洋全域における緊急な必要性を満たすた
め、米国は速やかに支援を提供することに注力してき
ました。支援物資には試験装置、酸素生成装置、PPE	
( 個人用保護具 )、人工呼吸器、ワクチン貯蔵庫などが
含まれます。後方支援や新たな軍事医療訓練の提供、
また移動診療所の設立など米軍支援隊は多岐にわたる
支援方法を模索しながら懸命に努力を払ってきました。 

しかし、世界的な回復を実現するには全世界諸国
で予防接種を実施する必要があります。米国はこの地
域への救命ワクチン供与に早急に取り組んでいます。
2022年末までに世界各地にワクチン5億回分以上	
（後に11億回分に増やすことを表明）の供給を誓約し
たバイデン大統領は、インド太平洋を最優先地域と考
えています。米国はこのパンデミックが完全に収束す
るまで尽力を続けます。この地域の諸国が一丸となっ
てコロナ禍対策に取り組む姿に当国は感嘆しています。

インドが危機的状態に陥ったとき、近隣の友好諸
国は救援に立ち上がりました。C-130J 軍用輸送機 2
機に約 250 本の酸素ボンベを積載してインドに送付
したシンガポールに敬意を表したいと思います。また、
シンガポールでは 3棟の新規ワクチン製造施設が計画
中または建設中です。こうした施設が開設されれば、
将来的に危機が発生した場合もワクチンを地域全体に
より迅速に供給できるようになるはずです。

一方、日米豪印4カ国戦略対話「Quad（クアッド）」

のワクチンイニシアチブを通してオーストラリア、	
インド、日本、米国の加盟4ヵ国はここインド太平
洋地域でワクチン10億回分を生産して提供すること
を誓約しています。韓国も年末までに最大でワクチン
10億回分を製造することを目指しています。この目
標を達成するため、韓国と米国は包括的なグローバル
ワクチンパートナーシップ（KORUS Global Vaccine 
Partnership）を構築することで合意しています。

新型コロナウイルス感染症は今も猛威を振るっ
ています。完全な回復までの道程は長いと思われ
ます。こうした提携体制は諸国共通の決意と人類共
通の人間性を反映するものです。そこで今回の第二
の要点として、諸国が一丸となって地域で現在発生
している課題や浮上しつつある問題に取り組むこと
で、この協力体制により一段と強力な地域を構築で
きるということを強調したいと思います。これは国
防総省が最優先している戦略的事項です。

バイデン大統領は米国が外交を主導すると表明
しました。そして国防総省は米国外交官の後ろ盾と
なり、実際の紛争が発生する前に問題を確実に解決
することに取り組んでいく構えです。すでに申し上
げたように、燃え盛る火を消火するよりも、おき火
を踏み消すほうが良策です。

今後も抑止が米国の安保の礎石となります。数
十年にわたり、米国は紛争を回避する上で、また諸
国が共通して目指す繁栄・発展の中核となる安定性
を維持する上で必要となる能力、存在感、関係を維
持してきました。新たに出現した脅威や最先端技術
により、戦闘の局面と速度が変化しています。米国
は「統合抑止」と呼ばれる 21世紀の新たな構想に
基づき戦略を策定しています。

統合抑止とは、米国の同盟・提携諸国と足並みを
そろえながら手の内にあるすべての軍事装備と非軍
事手段を行使する戦略を指します。統合抑止とは、
ますます発展する友好諸国との提携関係を活かしな
がら既存の機能を活用すると同時に新機能を構築し、
そのすべてを連携網で繋がった全く新しい方法かつ
全地域の安保環境に合わせて調整された形態で展開
するということです。協力体制においてより優れた
協調、より緊密な提携網、より高速な革新を実現す
ることを目指しているのです。米国はその同盟・提
携諸国が機能と能力を確立し、必要な情報を確保で
きるように支援しています。

友好諸国と協力することで、サイバー空間と宇
宙領域を含め、諸国の抑止力、回復力、提携体制が
一層強化されます。

今回の訪問では米国とシンガポールのサイバー防
衛協力の強化について協議しました。米国は打ち上げる
観測衛星のセンサーについて日本と提携を図っています。
これが実現すれば脅威に発展し得る活動をより良好に
検知できるようになるだけでなく、他の友好諸国とも
同様の機会を模索することが可能となります。

米国空軍の統合打撃戦闘機（JSF）計画に基づく
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F-35 戦闘機の運用をシン
ガポールが決定したことは
米国にとって朗報です。こ
れにより両国の集団的能力
が向上し、新しい高度な統
合訓練の機会が開けます。

統合抑止にはまた、いわ
ゆる「グレーゾーン」を含め東南アジア地域住民の権利
や生計に圧力がかかる状況など、紛争範囲全体における
強制や攻撃を阻止するという意味があります。そのため
に米国は地域の能力強化および海洋領域認識（MDA）
の向上を推進しているのです。そうすれば、諸国は自国
の国家主権だけでなく国際法で認められている漁業権や
エネルギー資源を保護することが可能となります。  

米国はまた、安保提携網全体における相互運用性の向
上を図っています。この取り組みにはより複雑な演習と訓
練の実施が含まれます。たとえば、最近日本で野心的かつ
大規模な演習を完了しました。同演習では米軍と自衛隊が
高機動ロケット砲システム（HIMARS）を用いて日本の自
衛隊演習場で初の実弾射撃演習を実施しています。 

この他に最近では、米国はオーストラリア、日本、韓国
の軍隊と共に、豪海岸沖で「パシフィック・ヴァンガード
（Pacific Vanguard）」や「タリスマン・セーバー（Talisman 
Sabre）」と称する演習を実施しています。こうした演習
により、同盟国軍隊と協力しながら高度な統合海上作戦を
遂行する米軍の能力を実証することができます。

個人的な意見としては、友好国の軍隊が相互により強力な
安保関係を構築し、複数国の提携軍隊が海洋における侵略行為
に対抗する能力の強化に励む姿を見て、自信が湧き上がるよう
な気持ちになりました。一方、米国は台湾関係法（TRA）に基
づく米国の義務に則り、また米国による「1つの中国」原則の
理解に準拠して、台湾が独自の能力を向上し、脅威や強制を抑
止する上での即応性を強化できるように支援を提供しています。

同時に、米国は他の親密な同盟・提携諸国と共に
インド太平洋における統合的な存在感を強化するこ
とに取り組んでいます。英国海軍による歴史的な空

母打撃群の太平洋への展開はご存知だと思います。
多国籍空母打撃群「英国空母打撃群 21」の中核を成
す英国海軍の「クイーン・エリザベス（HMS Queen 
Elizabeth）」空母が米国駆逐艦や米国海兵隊 F-35 戦闘
機隊などを率いてこの地域を航海しています。

これらすべてを考慮すれば、この地域にふさわしい
未来に向けて共に前進できると結論付けられると思い
ます。今回、重要な利益を有するインド太平洋諸国の
代表としてこうして壇上に立っています。地域が安定
かつ発展し開かれた環境が確立してこそ、この利益が
より有意義なものとなるのです。諸国との戦略的提携
関係により、内政的にも対外的にも平和な「自由で開
かれたインド太平洋」を確立するという歴史的な共同
構想の実現を推進していくことができます。これは国
が紛争を友好的に解決し、全住民のすべての権利を支
持することで実現できるより強力かつ安定した地域秩
序が確立されたインド太平洋を指しています。

より迅速にこの目標を達成できるようにASEAN(東南ア
ジア諸国連合)、日米豪印戦略対話、国連安全保障理事会（国
連安保理）など、米国は従来からの同盟関係や新たな提携諸
国、また地域的・多国間ルートを通じて努力を重ねています。

米国は長年にわたりインド太平洋諸国がそれぞれに最
も素晴らしい目標を実現し、国民の権利を擁護できる環境
を確立することを目指してきました。友好諸国とのこうし
た共同の取り組みは、単に相互の利益のみに基づいている
わけではありません。これは諸国共通の原則、つまり国家
の主権の維持と自国の未来を自由に構想する自由、透明性・
包含性・法治への深い献身、海洋における自由への献身、
人権・尊厳・品位への献身、中核的な国際的規則・義務の
遵守、紛争の平和的解決の主張を支持することに対する深
い信念から生まれたものです。しかし、この地域ではこの
共通原則と相反する事象が発生しています。

南シナ海における大部分の海域の領有権を訴える中国政府
の主張には国際法に基づく根拠が全くありません。この中国
の主張によりこの地域の国家主権が踏みにじられているので
す。国際法に基づく権利を守るため米国は今後も地域沿岸諸

2021 年 7月、マニラを訪問
してロドリゴ・ドゥテルテ
（Rodrigo Duterte）比大統領との
会談で二国間関係について協議
したロイド・オースティン	
米国防長官（左） 
チャド・J・マクニーリー（CHAD J. MCNEELEY）/ 
米国国防総省
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国を支援していくつもりです。尖閣
諸島を実効支配する日本や南シナ海
の紛争に悩むフィリピンが米国と締
結している防衛・安保条約に基づき、
米国はその義務を引き続き遂行して
いきます。

残念ながら、紛争の平和的解決や
法治の尊重を不本意とする中国政府
の攻撃的姿勢が見られるのは海洋ば
かりではありません。その例として、
中印国境紛争の発端となったインド
領土侵略、台湾への撹乱的な軍事挑発
や他の形態の強制行為、新疆ウイグル
自治区のウイグル人イスラム教徒に
対する大量虐殺や人道に対する罪が
挙げられます。このように意見の相違

や紛争が存在するのは事実ですが、重要なのはこれをどのよう
に処理するかです。たとえ米国の利益が脅かされても、当国は
怯むことはありませんが率先して対立を招くこともしません。

ここで明確にしておきたいのは、私は米国防長官とし
て、中国人民解放軍と詳細なクライシス・コミュニケーシ
ョンを図ることを含め、建設的かつ安定した関係を中国と
の間で構築することに取り組んでいるということです。ご
存知のように、大国は優れた透明性と対話の見本を示す必
要があります。共通の課題、特に気候変動対策について米
国は中国政府と協力を図りたいと考えています。たとえ競
合関係にあるときでも、東南アジア諸国と米国の永続的な
関係は単なる地政的な要因以上の絆で結ばれています。シ
ンガポールのリー・シェンロン（Lee Hsien Loong）首相
の助言のように、米国はこの地域諸国に米国と中国のいず
れかを選択することを迫っているのではありません。実際、
米国が結んでいる地域諸国との提携関係の多くは、中華人
民共和国建国以前から続いています。

そのため、米国はインド太平洋諸国やASEAN加盟諸国
との重要な協力関係を拡大しているのです。ASEAN
はすべての諸国の意見を促し、より深い協力関係を築
く傾向を促進する重要な組織です。

米国防長官として、前任者も自分自身も地域の安保構
造の中核となりつつある拡大ASEAN国防相会議には欠か
さず出席してきました。個人的はこれは優れた姿勢だと自
負しています。ASEANはまた、地域の最重要課題を主導
する上でも指導力を発揮しています。米国はミャンマー
（ビルマ）で発生している悲劇的な暴力行為の終結に向けた
ASEANの取り組みを称賛しています。国軍のビルマ国民
における不可侵の権利を尊重せず、住民の基本的な福利の
保護を拒否した姿勢は全く容認できるものではありません。
軍隊は国民に尽くすために存在しているのです。軍隊が国民
に奉仕を強要するのでは本末転倒です。米国はミャンマー
（ビルマ）軍に対して、ASEAN臨時首脳会議で合意に至
った「合意 5項目」の遵守および永続的な平和の構築
を要請しました。 

ASEANが中心的な役割を果たすこと踏まえ、米国は地
域で補完的な機構を構築することにも目を向けています。

2021年 3月に米国主導で初の日米豪印首脳会談が仮想形
式で実現しました。個人的にもバイデン大統領がどれほど
この機会を喜んだかを認識しています。日米豪印戦略対話
のような構造により、地域の安保構造の耐久性がさらに高
まります。米国はまた、国連安保理でも主導的な役割を果
たしています。これには朝鮮半島の核脅威に関する重要な
決議の行使が含まれます。米国は侵略の阻止、条約に基づ
く義務の遂行、国連安保理の意志の支持を実施する即応性
を維持しながら、北朝鮮との外交の可能性を残せるように
調整された実用的なアプローチを取っています。

米国の提携体制は、より優れた開放性に対する共通の
信念および自身の意志で行動できる人生が最も優れている
という信条により支えられています。民主的価値観を達成
することは必ずしも容易ではありません。また、米国内で
常にこの価値観に合致する行動が行われているかと言えば、
必ずしもそうとは言えません。実際、米国でも非アメリカ
人差別といった受け入れ難い悲痛な堕落行為が発生してい
ます。ここ数ヵ月の間にも、何人かのアジア系アメリカ人
や太平洋諸島民がその犠牲になりました。

米国はそれほど愚かではないはずです。はるかに優
れているはずです。しかし、米国は過去の過ちを隠そ
うとはしません。民主主義政権で何らかの失策が発生
すれば、その真実がすべての人々の目と耳に届きます。
事態は確かな音量で明確に放送されます。政府がこれ
を隠蔽することはありません。

この開放性・率直性により、自己修正してより完
璧な団結に向けて努力する機能が体系に組み込まれる
のです。米国の行動が期待に応えられなかったとき、
また憲法の教えから逸脱したとき、米国はこれまでも
それを潔く認めて改善を図る道を選んできました。大
きな課題に直面したときですら、米国の民主主義はそ
れ自体の改善に向けた強力な駆動力として機能してき
ました。パンデミック発生後、米国は野心的な「B3W
（Build Back Better World ／より良い世界の再建）」
構想を導入しました。バイデン大統領は対面する世界諸国
の首脳等に対して、よく「『米国と対立する』ほうに賭
けるのは決して得策ではない」と話します。

このすべてを結び付けて考えると一つのシンプルな洞察
が生まれます。友好諸国と協力しながら取り組むことで、
一国で臨むよりも剛健性と安全性をより高めることができ
るということです。国防長官としてこれを念頭に置き、この
最も重要な地域に対するアプローチを決定しています。

米国との同盟は比類のない無敵の強靭性と安保をも
たらす源として働きます。インド太平洋諸国の一つで
ある米国は、バイデン大統領の言葉を借りれば、この
地域の新たな幕開けは希望と歴史が共鳴する感動的な
序章になると確信しています。

同盟国として、提携国として、そして友好国として
米国は諸国と共に歩んでいきます。なぜなら誰も独り
では進めないことを知っているからです。一丸となっ
て協力すれば、次世代のためにより優れた明るい未来
を築くことができると確信しています。o
本誌に掲載されているオースティン国防長官の演説は、FORUM のために編集されています。 

2021 年 8月、	
ミシシッピ州に所在す
る米国特殊作戦軍	
（USSOCOM）の海軍
小型舟艇教導・技能訓
練学校（NAVSCIATTS）
で、バハマ、マレー
シア、フィリピン、
タイから参加した	
研修者等を訓練指導
する教官
マイケル・ウィリアムズ（MICHAEL 
WILLIAMS）/ 米国海軍
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総合的
アプローチ
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022 年 1月、北朝鮮はわずか 1ヵ月の
間に 7回もの弾道ミサイル発射実験を
実施した。これは複数の国連安全保障理
事会（国連安保理）決議に違反する行為

である。北朝鮮政府はこの記録的な回数の実験の
手始めとして極超音速で飛行する極超音速ミサイル
を発射し、これに続いて波乱をもたらす弾道ミサイル
を日本海に向けて発射した。

国際社会の意見に耳を貸さない北朝鮮の自主的
な抑止計画と雪だるま式に膨れ上がる中国共産党
（CCP）の軍事力増強という二重の撹乱要因を踏まえ、
米国とその同盟諸国が抑止の取り組みを強化して
いる。音速の 5倍の速度で移動する極超音速兵器
や軌道変更が可能な長距離ミサイルの時代に突入
した今日の脅威に対処するには、ロイド・オース
ティン（Lloyd Austin）米国防長官が説く「統合
抑止」が必要となる。これは同盟・友好諸国が一丸
となって地域の環境に合わせた形態で協力を図る
安保アプローチである。

2021年 4月にハワイ州の統合基地で開催された米
インド太平洋軍（USINDOPACOM）司令官交代式で、
オースティン国防長官は、「今後も抑止が米国の防衛
の礎石となる。この戦略により、あからさまな紛争	
がいかに愚行であるかを敵が確実に理解できる」とし、
「これまで米国では一貫して、抑止とは潜在的な敵
の心中に存在する基礎的な真理を改善するという意味
で捉えられてきた。そして、その真理とは『攻撃	
にかかるコストとリスクは想定し得る利益よりも大
きい』ということである」と述べた。

同国防長官はまた、今後はこの抑止の原理をす
べての部隊と領域、そして同盟・提携諸国に高度
に統合していく必要があるとも語っている。潜在的
な敵の抑止を目的として、米国とその同盟諸国が
小型衛星から原子力潜水艦技術に至るまでのあら
ゆる面で協力を図りながら取り組んでいるインド
太平洋地域ほど、この統合抑止の原理が顕在化	
されている地域は他にない。

統合ミサイル防衛
2021 年 7月、オーストラリアでパトリオット
（MIM-104 Patriot）地対空ミサイル演習が実施さ
れたとき、クイーンズランド州の上空に発射音が
轟いた。これはオーストラリアで同技術を試す初
機会となっただけでなく、米国が目指す抑止の威力
を示す好機となった。7ヵ国から 1万 7,000 人を
超える軍人と関係者が参加して実施された「タリ

スマン・セーバー 21（Talisman Sabre 21）」演習
の一環として、米国陸軍の第 38防空砲兵旅団と第
94防空ミサイル防衛コマンドがオーストラリア国防軍
（ADF）と協力を図り、パトリオットミサイルで無
人偵察機（ドローン）2機を撃墜した。

同演習により、地域を問わず迅速に兵器を展開で
きる米軍の能力が実証されただけでなく、同盟諸国
が21世紀の戦争で鍵となると考えている技術的統合
が見事に示された。米国陸軍アルファ砲兵中隊を率
いるフィリップ・レ（Phillip Le）大尉はオーストラ
リア国防省のニュースリリースで、「米軍はオースト
ラリア国防軍の兵器システムを運用する能力、通信
を調整する能力、米豪両軍が協力を図って空中の標的
に対処する能力の実証に成功した」と発表している。

オーストラリアン・セキュリティ・マガジン
（Australian Security Magazine）によると、オー
ストラリア国防軍の展開型合同部隊本部（DJFHQ）
を率いるジェイク・エルウッド（Jake Ellwood）
少将は、歴史的なパトリオット発射演習について、
「実際にこの目で見ることができたのは実に光栄	
かつ全く素晴らしい経験であった」と話している。
ディフェンス・ポスト（The Defense Post）によ
ると、時速 1,715 キロで飛行するパトリオットミ
サイルは、航空機、弾道ミサイル、巡航ミサイル
などの標的を撃墜できる能力を備える。

ランド研究所の防衛アナリスト、ブルース・W・
ベネット（Bruce W. Bennett）博士は、米国とその
インド太平洋地域の提携諸国が合同でこうした	
軍事演習を実施することで、技術的専門知識を磨
くと同時に潜在的な敵に対して強力な「信号」を
発することができると FORUMに語っており、「特

2
インド太平洋の平和の鍵「統合抑止」
FORUMスタッフ

2021年 7月に実施された大規模な多国間演習「タリスマン・	
セーバー21」演習の一環としてオーストラリア国内で初めて発射
されたパトリオットミサイルトレバー・ワイルド（TREVOR WILD）少佐 / 米国陸軍

ハワイ沖で実施された 2020 年の多国間海軍演習「環太平洋合同演習
（RIMPAC）」で、同盟・提携諸国の軍隊と協力を図りながら潜在的な
敵を阻止する訓練に従事する米軍。オーストラリア、ブルネイ、カナダ、
フランス、日本、ニュージーランド、フィリピン、シンガポール、
韓国などの軍隊が参加。ジェナ・ドゥ（JENNA DO）三等兵曹 / 米国海軍



に北朝鮮は米韓同盟が崩れることを夢見ている」
とし、「できる限り他諸国の同盟を悪化させるのが
同国の主要目的の一つである。そのためにかなり
の努力を重ねている。中国もまた、インド太平洋
諸国と米国の同盟関係が崩壊すれば喜びを隠せな
いであろう。中国は近隣諸国に対してある程度の
影響力を確立することを企んでいる。あるいは最
終的にはすべての隣国を支配したいのかもしれな
い」と述べている。

地域の提携諸国と技術を共有することで、米国
は「従属」に替わる「提携」という代替案を提供
しているのだと説明したベネット博士は、「米国は
同盟諸国を支配しようとはしない」とし、「多くの
場合、米国は同盟諸国に最新技術を提供している。
中国は世界を支配しようとしているが、米国政府
はその中国の支配に屈せずに済む代替手段を提供
するという姿勢を維持しているということを明確
に伝達しようとしている。つまり、米国は国の軍
事費を倍増させるのではなく、地域諸国との良好
な関係を維持することを目指しているのだ」と話
している。

統合により防衛を強化
しかし、統合抑止とは姿勢を示すことだけに留ま
らない。これは軍事力を実証することにある。ベ
ネット博士は北朝鮮が「ノドン」（Nodong）中距
離ミサイルを 1発韓国に向けて発射したと想定し
た例を挙げ、「向かってくるミサイルを捉えたパト
リオット迎撃ミサイルのレーダーは、いわば銃身
を見つめているようなものである」とし、「つまり、
弾道などを正確に捉えるのは比較的難しいという
ことである。もし韓国のレーダーが日本に設置さ
れたレーダーと統合されていれば、側面からもミ
サイルの弾道を捉えることができる。すなわち、「正
面」と「横」の両方から弾道を見ることができる
ため、はるかに容易にその機動性や弾道自体を正
確に判断することができる。そのため、より簡単

かつ効果的に迎撃できるようになる」と説明して
いる。

オーストラリア、日本、韓国、米国が協調して
レーダーを運用すれば、費用を分担できるという
メリットもあると、同博士は付け加えている。

新分野の新たな統合
オースティン国防長官の指摘では、統合抑止はす
べての部隊と同盟・提携諸国、そして従来的な陸
空海以外の領域にも統合する必要がある。21世紀
の紛争は宇宙とサイバー空間で発生する可能性が
ある。そのため、この類の攻撃を検知して阻止す
るには、この領域における提携体制を整えること
が重要となる。

日本経済新聞社発行の日本国外向け新聞「日本
経済新聞国際版」のウェブサイトが 2020 年 8月
に報じたところでは、次世代ミサイルの検知・追
跡を目的として、日米が地球低軌道（LEO）に投
入する小型人工衛星のネット網を配備する計画を
共同で策定している。事業予算は 9,000 億円相当
（90億米ドル）で、2020 年代半ばまでに運用可能
になると見込まれている。同記事では、地域のミ
サイル脅威が日増しに進化していることで、宇宙
ベースのセンサーを増やす必要があると結論付け
られている。日本経済新聞国際版によると、中国
は日本を射程に収める中距離ミサイルを約 2,000
発、そして数百発の核弾頭を保有している。数百
発の中距離ミサイルを保有する北朝鮮は、核弾頭
の小型化に取り組んでいる。こうしたミサイルは
放物線軌道で飛行するため、日本と米国が運用す
る衛星やレーダーシステムで容易に追跡および迎
撃できる。

しかし、北朝鮮、中国、ロシアはこうした迎撃
システムを回避できる兵器を開発している。中国
とロシアは音速の 5倍以上の速度で低高度で飛行
する極超音速ミサイルの実験を実施しており、北

米国海軍の高速攻撃型原子力潜水艦「キーウェスト（USS Key 
West）」。新たに発足した三国間国家安保枠組の一環として、
米国と英国がオーストラリアに原子力潜水艦技術を提供。ジェフ

リー・ジェイ・プライス （JEFFREY JAY PRICE）一等兵曹 / 米国海軍
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朝鮮は軌道を変化させることが可能な長距離ミサ
イルの実験を行っている。 

時事通信が伝えたところでは、2021 年 9月に北
朝鮮が日本海に向けて発射した弾道ミサイルは低高
度を変則軌道で飛行した模様で、これは迎撃し難い。
報道によると、日本防衛省当局は、「同ミサイルが
日米のミサイル防衛システムを回避するように設計
されていることは明らかである」と述べている。

日本経済新聞国際版の報道では、日米が導入し
た既存の衛星ネットワークは 3万 6,000 キロの高度
を周回している。この溝を埋めるため、米国は 300
キロから 1,000 キロの地球周回軌道に衛星を投入す
る計画を策定している。ミサイル防衛用に設計され
た赤外線温度センサーを搭載した 200機を含む小型
観測衛星 1,000 機を軌道に投入する計画である。

歴史的な多次元での協定
別の歴史的な事象として、2021 年 9月に英国と
米国が三国間国家安保枠組の一環として、オース
トラリアによる原子力潜水艦の開発・展開を支援
すると発表したことが挙げられる。ニュースサイ
ト「Axios」が伝えたところでは、「AUKUS」と称
する同三国間軍事同盟は、サイバーセキュリティ、
人工知能、量子コンピューティング技術、潜水機
能の高度技術開発に関する情報共有経路を確立し、
共同の取り組みを推進することを目的としている。

米英豪の専門家等が 18ヵ月間にわたって協力
を図り、オーストラリアの原子力潜水艦保有を実
現するための最善策を特定する予定である。過去
において米国が原子力潜水艦技術を共有した国は
英国のみである。

戦略的な必要性として同三国間軍事同盟を称賛
したジョー・バイデン（Joe Biden）米大統領は、
ボリス・ジョンソン（Boris Johnson）英首相とス
コット・モリソン（Scott Morrison）豪首相と共に
仮想形式で臨んだ記者会見で、「第一次世界大戦の
塹壕戦、第二次世界大戦のアイランドホッピング作
戦（飛び石作戦）、朝鮮戦争の極寒の戦闘、湾岸戦
争の猛暑の戦いなど、米英豪の国家とその勇敢な軍
隊は文字通り100年余にわたり団結してきた」とし、
「本日、この 3ヵ国がまた改めて協力体制を深化お
よび形式化するという歴史的な第一歩を踏み出した
ことを発表する。米英豪は長年にわたり、インド太
平洋地域の平和と安定を確立することの重要性を共
に認識してきた国家である」と述べている。

米国当局は記者会見において、原子力潜水艦技
術を共有することで、オーストラリアがより静音
かつ有能な潜水艦を長期間にわたり保有できるよ
うになると説明したが、オーストラリアへの核兵
器の提供については明確に否定している。

ベネット博士の説明によると、同三国間同盟締

結の主要要因はその地理条件にある。ディーゼル潜
水艦の場合はエンジン燃焼により有毒な排気ガス
が発生するため、「シュノーケル」を使用するか水
上浮航して定期的にガスを船外に排出する必要があ
る。同博士は、「日本や韓国の場合はディーゼル潜
水艦を使用していても、領海内に島が多く存在する
ため、必要に応じていずれかの島に行ってシュノー
ケルの使用や水上浮航を行い、その後再度潜水して
密かに航行を続けることができる」とし、「しかし、
オーストラリアを出港した潜水艦が日本や韓国周辺
で水上浮航するには、中国の東海岸付近にあたる非
常に長い距離を通過しなければならない。中国の監
視技術が今後ますます向上すれば、オーストラリア
の潜水艦が中国により検知され、最悪の場合は迎撃
される可能性がある。今の時点ではおそらくそれほ
ど警戒しなくてもよいかもしれないが、おおよそ
20年後にオーストラリアの原子力潜水艦が運用可
能になるころには、原潜を保有することで大きなメ
リットがもたらされる」と説明している。

ミサイル技術から原子力推進に至るまで、米国
は「自由で開かれたインド太平洋」の確立を念頭
において取り組んでいる。統合抑止のアプローチ
は技術共有だけでなく、諜報部との情報共有にも
かかっている。防衛当局によると、場合によって
は経済的・外交的努力が必要になる可能性もある。
米国国防総省のニュースリリースが報じたところ
では、2021 年 6月に国防総省で開催された会議
で米国のコリン・カール（Colin Kahl）国防次官（政
策担当）は、「中国のように急速に成長している国、
またロシアのようにますます強引かつ攻撃的にな
る国を実際に阻止するためには『仲間』が必要で
ある」とし、「その仲間を巻き込み、米国が考える
抑止の意味を理解してもらう必要がある」と述べ
ている。o

国際宇宙ステーションの外に見える日本の人工衛星。日米はミサイル
攻撃を検知できる小型人工衛星のネット網を配備する計画を共同
で策定。NASA（米国航空宇宙局）
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際関係において透明性を確保す
ることは、信頼関係を築き紛争
を回避するために非常に重要だ。
しかし、北朝鮮政権は自国民の
福祉、非核化の取り組みとその
欠如、指導者の健康状態や居場所
についての確認可能な情報開示

については消極的である。
新型コロナウイルス感染症の感染者ゼロという北朝鮮

の主張を国際社会が検証できないことや、2020年と
2021年に独裁者の金正恩（キム・ジョンウン）氏が
国民から姿を消す頻度が増え期間が長くなったことは、	
政権の不安定さに対する憶測を助長する。
「それでも政権を安売りするのは決して得策	

ではなく、過去に数え切れないほど報道された、
その終焉を凌駕している」と、ヘリテージ財団の
北東アジア担当上級研究員であるブルース・クリ
ングナー（Bruce Klingner）氏は、2021 年 7月に
シンクタンクのウェブサイトに寄稿している。

実際 2021年 6月に金正恩氏が 4週間活動を	
休止した後に、痩せた姿で再登場して健康状態につ
いてさらなる憶測を呼んだが、同政権は 3ヵ月後、
国連安保理決議に違反する一連のミサイルシステム
の実験を数日おきに行い、挑発行為を再開すること
になる。もし、現支配者が健康を害しているという
噂が本当であれば、金王朝の将来について疑問を抱
くかもしれない。そうなると金正恩氏の妹である金与正
（キム・ヨジョン）氏がその答えとして浮上する。

ガーディアン紙によれば、「2018 年の韓国平昌
冬季オリンピックに金（正恩）氏の名代として参
加して以来、金与正氏は労働党内で権威ある肩書
を手に入れただけでなく、反逆罪の疑いで自分の
叔父の処刑を命じることができる指導者である兄
の絶大的な信頼を得ている」という。

金与正氏は重要なイベントの際は兄の側にい
る。ウォール・ストリート・ジャーナル紙によると、
近年頭角を現す彼女は、金正恩氏とドナルド・ト
ランプ米国大統領の 3回の直接会談にそれぞれ出
席した。本紙は金与正氏が北朝鮮の宣伝扇動部門
を率い、2020 年に非核化を主張する米国を批判す
る北朝鮮の声明や、北朝鮮による軍事演習を批判

する韓国を叱責する声明に署名したと報じている。
彼女は 2021年 9月、韓国の文在寅大統領（当時）

が北朝鮮の核実験を挑発だと批判し続けた場合、韓国
との二国間関係は「完全に破壊する」と警告し再び
メディアの注目を集めたとAP通信は報じている。

AP通信によると、彼女は「もし大統領が（我々
に対する）誹謗・中傷に加わればこれに対抗する
行動が起こり、南北関係は完全に破壊に向かって
突き進むだろう」と声明を出し、「我々はそれを望
んでいない」と述べた。

1948 年以来、金日成氏に始まり息子の金正日
氏、孫の金正恩氏の 3人が北朝鮮を支配してきた。
金与正氏の地位は上がっているかもしれないが、
専門家は彼女が次の政権リーダーになる具体的な
証拠はないと述べている。実際、多くのアナリス
トは、金正恩氏の支配が終わるのはまだ先のこと
だと考えている。AP通信によると、彼が痩せたの
は病気の兆候ではなく、健康や長寿を増進するた
めの試みではないかとの意見もある。

戦争は続く
1950 〜 1953 年にかけての朝鮮戦争は平和条約に
よるものではなく休戦に終わったため、北朝鮮と
韓国は厳密には戦争状態にある。統一の試みは失

国

北朝鮮の主張が検証 
できず北朝鮮国民や 
ミサイル、指導者の 
現状に疑問の声

FORUM スタッフ

政権内での存在感を高める、北朝鮮の独裁者金正恩氏の妹、金与正氏。
AP 通信
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敗に終わったが、2021 年 9月に文大統領は再び公
式な終戦を呼びかけた。

文大統領は国連総会で「今日、私は改めて朝鮮半
島の終戦宣言に力を結集することを各国共同体に求
め、韓国、北朝鮮、米国の 3国、あるいは韓国、北朝鮮、
米国、中国の 4国が集まり朝鮮半島の終戦を宣言す
ることを提案する」と述べた。

国際社会の最も切実な夢は、「平和で安全な生活
を実現すること 」だという。国連やその他の機関の
取り組みにもかかわらず、朝鮮半島ではそのような
夢は実現されていない、しかし韓国は朝鮮半島に永
続的な平和が「しっかりと根付く」よう、引き続き
尽力すると述べた。

文大統領は「非核化と共栄を目指す朝鮮半島で、
韓国政府は朝鮮半島の平和プロセスを着実に推進し
国際社会の支持のもと、歴史的な節目を達成した。
朝鮮半島の平和は常に対話と協力から始まる。南北
朝鮮間および米国と北朝鮮との間の対話を速やかに
再開することを求める」と述べた。

AP通信によると、金与正氏はこれに対し、南が
和解に向けたステップを踏みたければ「敵対的政策」
と「二重取引基準」を放棄するよう要求した。同通
信によると、彼女は詳細には触れていないが、北朝
鮮は韓国が制裁から解放され核兵器国として国際的

に認められるような譲歩をすることを望んでいると
専門家は見ている。

CNNの報道では、金与正氏は「公平性と互いを
尊重する姿勢が保たれてこそ南北間の円滑な理解が
得られると思う」と述べた。「南北関係を 1日も早
く膠着状態から回復し平和的安定を実現したいとい
う韓国国民の思いは、抗しがたいほど強いと感じ、
我々にも同じ願望がある」

ニューヨークタイムズ紙によると、タフツ大学フ
レッチャースクールの北朝鮮専門家であるイ・スン
ユン（ Lee Sung - yoon ）氏は、金与正氏は 2022
年 5月の「文大統領が任期満了前にどうしても達成
したい課題」を提示しているに過ぎないと警告して
いる。金与正氏は「心理操作に長けていることを改
めて示した」とイ氏は同紙に語っている。

タイムズ紙によると、金与正氏は自身の発言につ
いて「単なる個人的な意見だ」と言ったというが、
韓国側は意味があったと認識する。それでも行動は
言葉よりも雄弁であり、韓国の統一省は北朝鮮のコ
ミュニケーション意欲の矛盾を指摘した。同政権は
2021 年 8月、二国間の軍事関係を管理するホット
ラインで韓国からの電話受信を取りやめていたが、
2ヵ月後に再び通信を回復した。

2021 年 9月末、同省の李種珠（イ・ジョンジュ）

2018 年 4月、韓国で行われた南北首脳会談を前に、北朝鮮金正恩氏の妹、金与正氏にあいさつする当時の韓国大統領、	
文在寅氏（左から 2人目）。GETTY IMAGES
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報道官は、記者団に対し「非核化と朝鮮半島の恒久
平和の確立、対話と協力による南北関係の前進を実
現するために、円滑で安定した方法でコミュニケー
ションを取ることが何よりも重要だ」と述べた。

容姿の変化
金正恩氏の減量は専門家が注目する唯一の変化では
ない。2021 年 9月に行われた北朝鮮の軍事パレード
では、観客は壮大なショーを期待していたが、実際
には専門家が推測する崩壊した北朝鮮の厳しい現実
が反映された質素なイベントが行われた。パンデミ
ックによる国境閉鎖の長期化、洪水による食料不足、
制裁、経済の不振などにより同国は苦戦している。
また、金氏は演説を行わなかった。

ソウル梨花女子大学校国際学部のレイフ=エリッ
ク・イーズリー（ Leif - Eric Easley ）教授は、「北
朝鮮社会は、金正恩体制の決定により多大なストレ
スを受けている。パレードは強さを示し、検疫の士
気を高める役割を果たすことを意図する。主に国内
の政治的聴衆を対象としたパレードから、外交政策
や交渉のシグナルを過剰に解釈してはならない」と、
警告前にタイムズに語った。

国連食糧農業機関の報告書によると、北朝鮮は過
去 10年で最悪の食糧危機に瀕しており、9月のパレ
ードは国民の結束を高めるための試みが主な目的だ
ったと見られている。しかし、さらに驚くべきこと
は 2021 年 6月に金正恩氏が危機を公に認め、食糧
不足の解消が「最優先事項」だと発言したことだ。

タイムズ紙は、「特に、農業部門が洪水被害を受
けて穀物生産を果たせなかったため、現在国民の食
糧事情は緊迫している。党と州全体が農業に集中す
ることが不可欠だ」とコメントしたと報じている。

さらに同紙は、パンデミックの影響で北朝鮮が中
国との国境閉鎖を長引かせたため、医薬品などの必
需品の調達が困難になっているとも伝えている。多
くのストリートチルドレンが食料調達のためにゴミ
箱をあさり、家庭では食料を買うために家具を売っ
ているというのだ。
「彼（金正恩氏）が 10年前に政権を握ったときの

公約の一つは、長年苦しんできた人々が苦しまなく
てもいいようにする」ことだった。「このような経済
計画は、同国の軍備増強に起因する国際的な制裁で
挫折した」。

北朝鮮政権は、自国内で起こるネガティブな状況
や潜在的な危険性をほとんど認めていない。金氏と
労働党が明らかにしないことは、人工衛星が明らか
にする。

例えば、画像や公開資料を用いて北朝鮮の活動を
監視している国際原子力機関（IAEA）によると、
2021 年 8月の衛星画像から、北朝鮮が寧辺の核研
究施設のプルトニウム生産炉を再稼働させたよう

だとの情報が得られたという。核兵器の専門家で
ミドルベリー国際研究所（Middlebury Institute of 
International Studies）のジェフリー・ルイス（Jeffrey 
Lewis）教授は、CNNの取材に対し、2021 年 9月
の画像から「寧辺の核施設で改修工事が行われてい
る」ことが明らかになり、それによって「北朝鮮が
兵器利用可能な核物質の生産を 25％増加させること
ができるようになる」とし、「寧辺の最近の拡張はお
そらく兵器製造のための核物質生産を増やす計画を
反映している」と述べた。

ルイス氏は、この建設は現在進行中の施設の
床面積を増やす作業と一致すると指摘しており、
約 1,000 平方メートルの新たな敷地には、さらに
1,000 台もの遠心分離機に設置が可能で、年間でよ
り多くのウラン濃縮が可能になると、CNNに語った。

北朝鮮が核開発を続けていることが明らかになる
中で、米国は外交的に非核化を達成する姿勢を崩し
ていない。CNNによると、米国務省のネッド・プラ
イス報道官は、「我々の要求は明確に示してきた」と
述べている。「我々は、対話によって最終的な目的で
ある朝鮮半島の非核化を達成するという原則に従事
している」。

IAEAのラファエル・マリアーノ・グロッシー
（Rafael Mariano Grossi）事務局長は、北朝鮮の核開発
について、「朝鮮民主主義人民共和国（DPRK）」と
名指しした上で、「深刻な懸念の原因」「根深い問題」
と批判している。

グロッシー事務局長は 2021 年 9月、IAEA総会
での演説で「北朝鮮の核開発計画の継続は、関連す

2021 年 9月の第 76 回国連総会で、朝鮮半島の平和を取り戻すため、
1950 ～ 53 年の朝鮮戦争を正式に終結させる宣言を推進すると演説
する韓国の文在寅。AP 通信
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る国連安保理決議への明確な違反であり、深く遺憾
に思う。私は北朝鮮に対し、関連する国連安全保障
理事会決議の下での義務を完全に遵守し、NPT（核
不拡散条約）保障措置協定の完全かつ効果的な実施
において機関に速やかに協力し、すべての未解決問
題、特に機関査察官の不在中に発生した問題を解決
するよう要請する」と述べた。 

また、専門家は、北朝鮮が 2022 年の初めにお
ける弾道ミサイル実験の増加は、金正恩氏が国際法
を無視し続け大量破壊兵器の材料を備蓄している
ことの表れであると指摘している。北朝鮮は 2022
年 1月に、2021 年に実施した全実験を上回る 7回
の弾道ミサイル発射実験を行い、米国は金正恩氏の
弾道ミサイル関連資材の開発や調達に協力したと
してその個人と団体に対する新たな制裁を発動	
した。

さらに正恩氏は 2月 27 日と 3月 5日にも「比
較的新しい大陸間弾道ミサイルシステム」と思われ
る実験を行い、緊張を高め続ける。これによって米
国の追加制裁が行われることになる。韓国の報道に
よると、3月 16 日の第 10回目の実験は、発射直後
に爆発して明らかな失敗に終わったが、より大規模
な実験が控えているとの憶測を呼んだ。

2月の核実験後、米国をはじめとする 10ヵ国は、
弾道ミサイル発射を「不法かつ撹乱的だ」と非難し、
国連安保理に対して北朝鮮政権が複数の国連決議に

違反していると非難するよう促した。アルバニア、
ブラジル、フランス、アイルランド、ノルウェー、
英国の 6ヵ国と、オーストラリア、日本、ニュージ
ーランド、韓国の外交官に囲まれ、米国のジェフリ
ー・デローレンティス国連次席大使は国連加盟 11
ヵ国の共同声明を読み上げ、「我々は引き続き真剣
かつ持続的な外交を模索し、米国やその他の国々の
支援活動に積極的に応えるよう平壌に求める」と述
べた。11ヵ国が発表した共同声明は北朝鮮に対し
て、「外交手段を選択することで地域の緊張の緩和
および国際的な平和と安全の推進に貢献する」こと
を促すとともに、国連は対話に応じる構えであり「決
して平和と安定の追求を断念しない」ことを強調す
る内容となっている。

人権について
国際的な制裁やパンデミックの進行により北朝鮮国
民は日々苦難を強いられている。その最中でも労働
キャンプは存在し続けている。非政府組織などは、
これらのキャンプが人権を侵害していると告発して
いる。一方、ニューヨーク市に本部を置く、国際
NGOヒューマン・ライツ・ウォッチによると、金
正恩氏は 2021 年 9月、若者が 「衰退」や 「文化浸透」
を償うために強制労働に 「志願」したことについて
感謝の意を示したという。
「北朝鮮政府がイデオロギー的な要求により正当

化された強制労働を使用することは一般的だ」ヒュ
ーマン・ライツ・ウォッチによると、強制労働者は、
鉱山、農業、建設など、金正恩氏が優先事項とみな
すプロジェクトに使われる。これにより国境を越え
た貿易がほぼ停止している今、北朝鮮は国内生産を
強化することができ、具体的な政治的メッセージを
国民に発信できるのだ。

2021 年 4月に金氏は政権が反社会的、個人主義
的、不愉快だとみなすものを取り締まるよう命じた。
これには言論や行為、ファッションも含まれる。
「若者たちは無許可のビデオやテレビ放送、文章

を見たり読んだり聞いたりすることをやめ、韓国の
テレビシリーズの登場人物の話し方や服装、髪型を
真似ないこと、北朝鮮の指導者に忠誠を示し、社会
主義体制を継承し、政府の宣伝や命令に従う生活を
再認識することを指示された」と、ヒューマン・ラ
イツ・ウォッチは報告している。「鉱山、農場、建
設現場などで働くいわゆる志願者は、極めて過酷で
危険な条件下で長期間、ほとんどあるいはまったく
報酬を受けずに身を切るような労働を強いられてい
る。北朝鮮政府は、これらはすべて志願制だと主張
するかもしれないが、現実に要求を断わることはほ
ぼ不可能だ。北朝鮮では犯罪に対する処罰が恣意的
で、忠誠心や人脈、賄賂の支払い能力などの記録に

南北を隔てる非武装地帯にある韓国の	
オドゥサン（鰲頭山）統一展望台から北朝鮮を望む観光客。
AFP/GETTY IMAGES
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よって決まるため、志願者としての活動を拒否すれ
ば拷問や長期収監などの厳しい処罰を受けることに
なる」

国連人権理事会は、北朝鮮の収容所を監視し、
脱出した生存者に聞き取りを行い、金正恩氏をはじ
めとする虐待に関与した北朝鮮当局者を告発するこ
とを約束している。

国連人権高等弁務官事務所（OHCHR）は 2021
年 1月、「入手可能な情報の分析により、朝鮮民主
主義人民共和国で人道に対する犯罪が行われ、現在
も続いている可能性があると信じるに足る根拠があ
ることを引き続き確認する」と報告した。「国連人
権高等弁務官事務所は、人道に対する罪には時効が
なく、過去および現在進行中の犯罪について責任を
負うべきであることを繰り返し言及し、朝鮮半島の
恒久的な平和は、このような侵害が終わり真実、正
義、賠償、不再発の保証に対する被害者の権利が実
現されて初めて達成される」と述べた。

安明哲（アン・ミョンチョル）氏は北朝鮮の収
容所の中で起きている残虐な行為をよく知る人物
だ。元朝鮮人民軍兵士であった安氏は、1980 年代
から 1990 年代にかけて、会寧や穏城強制収容所な
ど様々な収容所で看守として働いたが、脱走して韓
国に亡命した。現在、安氏はソウルを拠点に脱北者
を支援し、金正恩氏を人道に対する罪でオランダの

ハーグにある国際刑事裁判所へ提訴するための活動
に取り組むNGO団体の「NKウォッチ」の専務理
事を務める。
「北朝鮮における強制労働や食糧不足問題は、	

北朝鮮政府の誕生以来70年間継続して起きており、
北朝鮮の人権状況は全体的に見ても非常に悪い」と
安氏はFORUMに語っている。「その最大の理由は、
金一族が体制維持のために外界の情報を遮断し、	
北朝鮮人は幼少期から金一族の偶像崇拝のプロパ
ガンダに洗脳されて外界について何も知らないか
らであり、その結果、北朝鮮国民の間ではそういう
生き方をするために生まれてきたと受け入れる	
雰囲気がある」

安氏によると、脱北者は、電話などを通じて	
外界の情報を伝えることで、閉鎖的な社会に少	
しでも変化をもたらすことができるという。さらに、
国際社会に対して非核化の議論と同様に北朝鮮に関
する議論においての人権侵害を最重要視するよう	
要請した。

その他にも多くの真実が国内にはある。「北朝鮮
の最重要事項は人権問題だ」と安氏は FORUMに
語った。「言葉では表現できないが北朝鮮の人々は
拷問を受けており、国際社会は、人道に対する罪は
国際的に罰せられなければならないというメッセー
ジを北朝鮮に送り続ける必要がある」。o

2021 年 9月、平壌の金日成広場で行われた共和国 73周年を記念する準軍事パレードに出席した減量後の金正恩氏。AP 通信
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危険な
最前線 
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宇宙環境における競争はこれまでになく激化しており、
危険が増している。技術の進歩に伴う戦略的指針の変化	
と新しい防衛上の課題により、米国宇宙コマンド
（USSPACECOM）は宇宙軍が宇宙で作戦行動を遂行	

できるように適応および革新を進める必要に迫られている。
現代において宇宙は商業、移動、娯楽、通信、GPS などすべ

ての分野に影響を与えており、これらの活動や機能はすべて人類
の宇宙における活動能力に依存している。世界の宇宙に対する依存
は非常に高く、宇宙における活動能力の低下は日常生活に大きな
影響を与える可能性がある。世界中の社会は、こうした能力により
提供されるサービスが常に利用可能なものとして維持されることを
期待している。 

現在、地球の軌道上を周回する稼働中の人工衛星は 3,500 機
以上にのぼり、低価格化と打ち上げ・許可申請に対する規制緩和
により、商業宇宙分野は世界で最も成長率の高い分野のひとつと
なった。営利企業は人工衛星の制作や打ち上げや探査に加え有人
宇宙飛行にも関与するようになり、こうした企業は政府機関に	
製品を提供するだけではなく、世界中で競争を繰り広げている。
民間と米国政府の相乗効果は優位な立場の確立を可能にし、	
これにより統合軍は競争が紛争に発展した際に素早く対応して	
世界規模のマルチドメインな争いで勝利を収めることができる。

米国およびその同盟国やパートナーは、宇宙用の高価な装備
や宇宙能力に対して急速に威圧感を増す脅威に晒されている。	
修正主義を掲げる共産党が率いる中華人民共和国	

複雑さを増す戦場に適応する米国宇宙
コマンド
デビン・R・ペッパー (DEVIN R. PEPPER) 准将 / 米国宇宙コマンド

左ページ：中国の天宮号
（Tiangong）宇宙ステーションへ
の物資輸送任務のために文昌
衛星発射場（Wenchang Space 
Launch Centre）から 2021 年
9月 20 日に打ち上げられた	
天舟 3号（Tianzhou 3）貨物
ロケット。AFP/GETTY IMAGES

アトラス Vロケットに搭載さ
れて打ち上げられる 3機目の
宇宙配備赤外線システム対地
同期軌道人工衛星。米国空軍
第 45宇宙航空団（45th Space 
Wing）は、フロリダ州ケープ
カナベラルでのユナイテッド・
ローンチ・アライアンス（United 
Launch Alliance）による打ち上
げを支援した。
ユナイテッド・ローンチ・アライアンス（UNITED 
LAUNCH ALLIANCE）
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（中国）は、国際秩序を崩壊させ、インド太平洋地域を
自身の利益のために作り直そうとしている。中国は公式
には宇宙の平和的および責任ある利用を訴えているが、
同時に米国およびその同盟国の宇宙能力を脅かす対宇
宙兵器の開発と展開を行っている。中国はすでに運用
可能な地対人工衛星ミサイルを保有しており、2021
年 7月には軌道極超音速兵器の試験を実施することで
地域内外の緊張をさらに高めている。敵対的な対宇宙
兵器の増加は平和的な宇宙活動に差し迫った深刻な脅威
をもたらしており。

米国宇宙コマンドは、長年の同盟国やパートナーと
攻撃・防衛作戦を完全に統合することで、宇宙空間にお
ける戦闘能力を提供している。米国宇宙コマンドはさら
に、敵対勢力の侵略を阻止し、必要に応じて打倒するた

めに連合軍の一部として宇宙空間における能力と作戦を
統合・同期させている。同コマンドは、同盟国およびパ
ートナーとの関係および作戦能力を強化させるためには
宇宙領域認識（SDA）協定やパシフィック・フューリ
ー（Pacific Fury）、パシフィック・セントリー（Pacific 
Sentry）、タリスマン・セイバー21（Talisman Sabre 
21）などの合同演習が重要であることを認識しており、
脅威から宇宙領域を守るために同盟国およびパートナー
と緊密に協力して連合軍を築き上げながら、引き続き世
界中で合同演習および宇宙領域認識協定に参加していく
予定である。相互運用性を強化しながら同盟国やパート
ナーとの協力活動に対する決意を示すことで、脆弱性を
突く機会を窺っている敵対勢力の行動を抑止するための
強力なメッセージを送ることができる。

コロラド州シュリーバー空軍基地（Schriever Air Force 
Base）の国立宇宙防衛センター（National Space Defense 
Center）に配属されている米国海軍の情報将校ニコール・
ブリーン（Nicole Breen）大尉とサイバーシステム・オペレ
ーターのケネス・バンゲイ（Kenneth Bangay）米国空軍曹長。
 
宇宙空間における脅威を監視する米国宇宙防衛センター
の隊員。
キャスリン・デイモン（KATHRYN DAMON）/ 米国宇宙軍
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タリスマン・セイバー21演習では、米国宇宙
コマンド、統合軍宇宙構成部隊（Combined Force 
Space Component Command）、宇宙作戦軍団
（Space Operations Command: SpOC）および宇宙
ミサイル防衛コマンド（Space and Missile Defense 
Command）から約100名の人員がオーストラリア
国防軍および宇宙運用センター（Space Operations 
Center）とシームレスに統合された。この統合の目
的には宇宙運用の際の指揮統制の調整と整理、そし
て宇宙における攻撃・防衛領域の管理が含まれてい
る。 

カナダ、日本、ニュージーランド、韓国、英国
および米国から 17,000 人が参加したタリスマン・
セイバー 21などの演習では、宇宙での戦闘に従事
する人員と軍隊の行動能力、相互運用性、短時間で
の展開能力および戦闘準備体制を整えるための効果
的で実用的な訓練が行われている。米国宇宙コマン
ドの作戦、訓練、および部隊開発の責任者であるデ
イビッド・N・ミラー・ジュニア（David N. Miller 
Jr.）少将は、「現代の戦争では、マルチドメインの
優位性は効果的な複合戦力作戦にとって不可欠だ。

タリスマン・セイバー 21では、相互運用性を促進
しインド太平洋における宇宙軍の柔軟性、応答性、
関連性を実証するための重要な一歩を踏み出した。
米国宇宙コマンドは日頃からインド太平洋軍および
地域のパートナーとの継続的な関係を強化すること
で、安全性と安定性を促進し、連合軍が宇宙での戦
闘でより優位に立つための能力の確保に努めてい
る。これほど胸が高鳴るものはない」と述べている。

2021 年 7月 14 日〜 31日にかけてオーストラ
リアで実施されたタリスマン・セイバー 21は、米
国宇宙コマンドと宇宙作戦軍団が敵の衛星通信の送
受信を妨害する宇宙電子戦システムである対通信シ
ステム（Counter Communications System）を構
築した後に初めて行われた演習となった。

米国およびその同盟国やパートナーは、宇宙空
間の責任ある利用を推進している。米国および他の宇
宙に進出している国や国際社会は、宇宙空間への安全
で自由なアクセス、および宇宙空間における活動の	
自由を重要事項と考えている。紛争が発生した	
場合米国宇宙コマンドはいつでも合同軍を支援し、
敵国の宇宙への侵略を阻止する構えだ。o

クウェートにある可搬型
衛星ターミナルの運用訓
練を受けている米国陸軍
第3継続支援旅団殊部隊大
隊第414信号中隊特所属の
兵士。
マーキス・ホプキンズ（MARQUIS 
HOPKINS）三等軍曹/米国陸軍
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戦略的
課題

米国戦略軍の司令官 
「核装備が可能な敵対国は 

複雑な脅威をもたらす」
FORUM スタッフ

FORUMによるイラスト
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ネ
ブラスカ州オマハ近郊のオファット空軍基
地（Offutt Air Force Base）に配備されて
いる米国戦略軍（USSTRATCOM）は、米
国の核戦略指揮統制任務と世界規模の攻撃
作戦およびミサイル防衛に携わっており、

米国の指導者に世界中からの脅威を報告し、それらに迅
速に対応するための実行手段と選択肢を提供している。

米国戦略軍はまた、戦略的な攻撃を抑止し米国とそ
の同盟国の安全を保証するために部隊を展開しており、
あらゆる戦略的対立において勝利を収め、21世紀の戦
略的抑止力を築くための知的資本を開発するという責
務を担っている。 

戦略軍の中枢にはグローバル・オペレーション・セ
ンター（Global Operations Center）があり、同セン
ターは状況認識を容易にするとともに、米国戦略軍の
司令官に米国の戦略的軍事力を指揮・制御する手段を
提供している。FORUMは最近、司令官であるチャー
ルズ「チャズ」・A・リチャード（Charles “Chas” A. 
Richard）米海軍大将に戦略的競争の時代における抑
止についてインタビューを行った。

FORUM：侵略と威圧行為を抑止するために、世界の戦
略的環境にはどのような課題が存在していますか。また、
技術および武器システムという点において、インド太平洋
地域の安全保障問題がどのように変化してきたかを説明し
ていただけますか？

大将：米国は歴史上初めて、戦略面で核戦力を持つ 2
つの敵に同時に立ち向かわなければいけない状況に陥
っており、それぞれに対して異なる抑止アプローチを
取る必要があります。現在の中国とロシアの両国は、
あらゆる領域および地域の紛争を一方的かつ好きなだ
け激化させる能力を有しています。米国は過去 30年以
上このような能力を持つ敵に遭遇してきませんでした。

直近の国家安全保障戦略の暫定的な指針（Interim 
National Security Strategic Guidance）で概説されて
いるように、特に中国は急速に主張を強めてきていま
す。もはや中国をロシアと比較して小さな問題として
捉えることはできません。深刻さを増す核の脅威とし
て捉えるべきです。中国の戦略的な核戦力の近代化は

総合的に見て大きな懸念を引き起こすとともに、米国
インド太平洋軍（USINDOPACOM）や他の軍司令部が
報告する中国軍の従来戦力の拡大を補完するものです。

さらに、ロシアは過去 10年間で戦略的な核戦力の約
80％を再整備し、威圧的な近代化の推進と核トライア
ドの全方面で報復攻撃能力の確保を可能にする新しい兵
器プログラムにより、全体的な戦力を強化してきました。 

このような脅威の基本的な抑止方法に変化はありま
せん。私たちは、あらゆる敵の目的を阻止すると共に、
実際に行動に移すことで得られる利益よりも行動を控え
ることで得られる利益の方が大きくなるようにすること
で、敵の目的達成を割に合わないものにするように努め
ています。こうした基本的な抑止行動は、グレーゾーン
事態から現在の状況で時間による変化の見通しがつかず
予測不可能な対立関係に至るまで用いられるものです。
抑止力は、世界中の全領域にわたって平時からグレーゾ
ーン事態、そして紛争状態に陥るまで継続的に運用され

爆撃機機動部隊を支援するた
めにインド太平洋地域に展開
された米国空軍の B-52H ス
トラトフォートレス（B-52H 
Stratofortress）は、米国軍による
柔軟な戦術を可能とする。
リチャード・・P・エベンスバーガー（RICHARD P. 
EBENSBERGER）曹長 / 米国空軍

チャールズ「チャズ」・A・リチャード（Charles “Chas” A. Richard）
米海軍大将
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ます。これを可能にするためには、（米国国防総）省全
体から政府全体、そして同盟国やパートナとの協力を通
じた統合的な計画と資源供給が必要です。 

FORUM：インド太平洋地域での戦略的抑止力の提供と安
全保障の維持における米国戦略軍の役割は何でしょうか。

大将： 米国戦略軍の任務は、戦略的攻撃を阻止し国家の
安全を保障するための戦力を構築し、同盟国およびパー
トナーの安全を確保することです。その役割において米
国戦略軍は世界中の合同軍事作戦で必要な条件を設定し
ています。各部門のすべての作戦計画および能力は戦略
的な抑止力が維持されることを前提としています。戦略
的抑止、特に核抑止が失敗した場合は我々の計画および
能力のいずれも意図されたとおりに機能しません。 

さらに、戦略軍の能力はヨーロッパ、アジア、太平
洋地域の同盟国やパートナーの安全を保証する米国の
公式な拡大抑止に対する取り組みを支援するものでも
あります。米国の拡大抑止に対する固い決意や、潜在
的な敵の核または核兵器以外の攻撃を抑止し、必要に
応じて撃退するために米国および同盟国が保有する能
力は、いかなる国にとっても疑う余地のないものです。

FORUM：地域安全保障に多国間アプローチが重要なの
はなぜでしょうか。また、中国に対して特別なアプロ
ーチはありますか？北朝鮮、ロシアに関してはどのよ
うにお考えですか？

大将：米国の同盟国はより多角的な安全保障と解決
手段を提供してくれるため、多国間アプローチはとて
も重要です。権威主義的観点に基づいた世界秩序に対
して同盟国が対抗姿勢を見せることでルールに基づく
国際システムを強化し、敵対勢力に対して抑制を促す
ことができます。

潜在的な敵に米国の決意を効果的に伝えるため、	
米国は戦略的抑止の失敗を防ぐ能力を最大限に発揮し、
国力のあらゆる要素を結びつけることで危機における
誤算のリスクを低減する方法を見つける必要がありま
す。戦略軍は解決のための第一の手段として外交努力
を支持しており、そのために革新的かつ信頼できる方
法で戦略的な脅威を抑止し、理想的な状況を作り上げ
て世界環境を整えています。  

FORUM：21 世紀の戦略的な抑止力をどのように定義	
していますか。

大将：米国の国家安全保障戦略の暫定的な指針は、「世界
の力関係は変化しており、それが新たな脅威を生み出
しているという現実にも対抗しなければならない」	
ということを強調しています。中国とロシアは幅広い
活動を通じて米国を脅かしており、これに対しては政
府全体が協調して統合的に対応する必要があります。

このような戦略に対抗するため、私たちは常にあら
ゆる分野の脅威に対して備えておく必要があります。
潜在的な敵対勢力は高度な核戦力を構築しており、自
国の目的を追求するために能力を増す従来の戦力を展
開して武力紛争以下のレベルの対立を引き起こすこと
で戦略的優位を確立しようとしています。  

米国とその同盟国およびパートナーは、このような
紛争が敵国が核の使用を最良の選択肢とみなす事態に
つながる可能性も考慮する必要があります。 

FORUM：長期的および短期的に戦略的優位を保つため
に米国がしなければならないことは何ですか？

大将：米国は国民の安全を守るという義務を果たすた
めに、近代化された核戦力と支援インフラを必要とし
ています。 

戦略抑止パトロールを終え、母港であるジョージア
州のキングスベイ海軍潜水艦基地（Naval Submarine 
Base Kings Bay）に帰還する弾道ミサイル潜水艦
USS メリーランド（USS Maryland）。
ブライアン・トムフォード（BRYAN TOMFORDE）二等兵曹/米国海軍

2021 年 3月のボマー・タスクフォース・ヨーロッパ
（Bomber Task Force Europe）展開中、ノルウェーのオー
ランド空軍基地（Orland Air Force Station）で B-1B	
ランサー（B-1B Lancer）を誘導する第 9遠征爆撃中隊	
（9th Expeditionary Bomb Squadron）のクルーチーフ。

コリン・ホロウェル（COLIN HOLLOWELL）一等空兵 / 米国空軍
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過去60年間の米国政権の一貫した方針からも明らか
なことですが、安全・確実で効果的な核戦力は戦略的攻
撃を抑止するための手段として依然として最も信頼でき
るものです。現在のプログラム・オブ・レコード（装備
品の調達計画）は、これらの要件を満たすための最良の
方法であるということが繰り返し実証されています。 

さらに、私たちの強みは協力して物事を進める能力
にあります。脅威に対抗するための軍事戦略は一般的
に国の持てる力を最大限活用するものとして定義され
ており、この戦略を中心として計画とリソースを統合
することで長期的な脅威に対処することができます。

FORUM：統合された戦略的抑止力を達成し、世界規模
で統合された運用を実現するための優先事項をどのよう
に定義しますか。

大将： 米国戦略軍は他の戦闘指揮官と引き続き協力し
て計画、運用、活動を統合し、戦略的抑止のために国
のすべての分野を同期させることの重要性を強調して
いきます。

戦略的抑止力の組み立てにおける同盟国の重要性も
過小評価してはなりません。脅威は宇宙やサイバー	
空間で起こる可能性があるので、集団的安全保障の実
現には様々な状況に合わせた抑止力の開発に同盟国が
参加することが必要です。

FORUM：インド太平洋の防衛にとって潜水艦はどの程
度重要ですか。

大将：核トライアドは3つの要素（陸上、海上、空中）
で構成されています。弾道ミサイル原子力潜水艦
（SSBN）は米国の核攻撃プラットフォームの中で最も
生存率と持続力が高いものです。潜水艦（Submersible 
Ship）弾道（Ballistic）核動力（Nuclear）の略語であ
る弾道ミサイル原子力潜水艦（SSBN）は、私たちの艦
隊が世代交代するまでに抑止力とその確実性を高める
役割を果たします。大陸間の射程を持つトライデント
II D5（Trident II D5）ミサイルを搭載した弾道ミサイ
ル原子力潜水艦は、ほとんど探知されないまま世界中
の海中を巡航し、あらゆるシナリオで確実な対応能力
を発揮します。

この確実な反撃能力により核トライアドの他の要素

とは異なる方法で抑止力の差を埋めることができます。
高い生存能力も相まって、この決定的な反撃能力は米
国大統領 により多くの対応手段を提供します。

FORUM：戦略的抑止用の陸・海・空の装備はどのよう
に近代化する予定ですか。

大将：米国戦略軍は機関ごとに提供される機能を活用
しています。戦略軍は核トライアドの要素が再定義さ
れたときに各機関と連携して必要な要件を満たすこと
で、これらの新しい武器システムが利用可能になった
ときに指揮統制が整っていることを保証します。

FORUM：極超音速攻撃技術の目標は何ですか？米国が
最大の競争国相手に遅れを取っているということはあり
ますか？

大将： 極超音速兵器は、敵を継続して抑止するために
必要な従来の核戦力を補完しうると考えられており、
国家安全保障戦略で掲げられている核兵器の削減を後
押しするものでもあります。通常弾頭を持つ極超音速
兵器は、大統領に核の使用を迫ることなく、高価値で
即座に叩かなければいけない目標物を攻撃するオプシ
ョンを提供するという重要な役割を果たします。

潜在的な敵対勢力は極超音速技術の兵器化に対する
関心を日増しに高めており、見過ごすことのできない
潜在的な能力差を生み出しています。 

極超音速兵器の開発と配備は、長年にわたり米国戦
略軍の要件であり優先事項でした。極超音速兵器は、
他の兵器で攻撃できない、目的地に到達できない、	
または使用が好ましくない場合に、遠隔地にあり防御
されている目標物に対して応答性の高い長距離の非核
攻撃オプションを提供します。

FORUM：ミサイル防衛に関して何かコメントはありますか。

大将：ミサイル防衛は、地域に合わせた包括的な戦略
的抑止のための重要な要素として今後も継続して運用
されます。

米国戦略軍は能力拡大を推進し、戦闘部隊や各種機関
と協力して合同訓練や教育を行い世界規模のミサイル
防衛計画の策定と運用を支援する責任を果たします。o

米国空軍のB-2スピリット（B-2 Spirit）マルチロール爆撃機は、	
非核弾頭および核弾頭の両方に対応しており、戦略的抑止力において
重要な役割を果たす。ディラン・ムラカミ（DYLAN MURAKAMI）上等空兵 / 米国空軍



32 IPD FORUMFORUM

さまざまな 

課題
の解決

韓国ソウルで行われた対	
テロ訓練で、電波妨害装置
を使ってドローンを無力化
する準備をする警察官。	
ロイター
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爆爆弾自体の影響は小さかったが、インド空軍従軍員
2人が軽傷を負い、紛争地ジャンムー・カシミール
地方の空軍基地の建物に軽い損傷を与えた。しかし、
その攻撃方法について、インドの軍隊や政府の最高
幹部だけでなくそれ以外の場所でも衝撃が走った。
2021 年 6月下旬、インドとパキスタンの国境から
約 15キロメートル離れた基地への攻撃で小型ドロ
ーンが 2つの簡易爆破装置を投下した。

テロリストによる仕業とされたこの攻撃は、爆
弾を積んだドローンによるインド軍事施設に対す
る初の攻撃であり、当局者や専門家によれば非対
称戦の分岐点となるものであった。商業用ドロー
ンが容易に入手でき、比較的安価であることから、
「巨大かつ深刻な課題」であると、2014 から 2016
年までインド北部司令部のトップとして国境地帯
の治安活動を指揮した退役インド軍D.S. フーダ中
将（D.S. Hooda）は、攻撃当日にAP通信に語っ
ている。「ドローンには小さな視覚信号があり、従
来のレーダーではほとんど検知されない」とフー
ダ氏は言う。「軍隊がこの種の攻撃を迎撃し阻止す
るためには、さまざまな新たな改造が必要になる
だろう」

先見の明のある警告であった。ヒンドゥスタン・
タイムズ紙は、この 24時間以内にインド兵士がジ
ャンムーとカシミール州の他の軍事地域上空を飛
行する 2機の無人航空機に発砲したと報じた。イ
ンド当局は一連の事件に迅速かつ果断に対応し、
対ドローンシステムへの投資を強化するなどの措
置を講じた。これらの取り組みは、インド太平洋
地域全体で進行中の協力的な尽力を反映した社会
全体のアプローチを加速させ、国家または非国家
を問わずドローンがもたらす多くの課題に対応す
るために軍事、民間、科学分野のパートナーを集
結した。「ドローンによる戦争は 21世紀の最も重
要な国際安全保障の発展の 1つである」と、2020
年 11 月の Foreign Affairs 誌のエッセイで指摘さ
れている。「武装したドローンは急速に増殖してお
り、それにより今後数年間でドローンによる戦争
がさらに普及する可能性が高い」 

例えば世界的な貿易拠点であるシンガポールで

は、悪意のあるドローンの活動により「小さいな
がらも混雑し、複雑」な空域が打撃を受ける恐れ
があると、シンガポール軍の機関誌のポインター
紙の記事は指摘している。シンガポール軍のホー・
センキャット（Ho Sen Kiat）中佐、リー・メイイー
（Lee Mei Yi）少佐、シム・バオチェン（Sim Bao 
Chen）少佐は、2018 年半ばの本誌で島国の防衛
産業は「ドローンの脅威から資産を守ろうとする
商業ユーザーと軍事ユーザーの両方に向けて」対
ドローン技術に投資していると記している。「これ
は銃や他の小型ドローンからのネット発射、レー
ザーや高出力マイクロ波などのより高度な技術を
使用するなど、多くの解決策が国際的に検討され
ていたため、まだ未知の領域である」

新技術の活用
インド軍がドローンによる攻撃の詳細を調べてい
る間、韓国ソウルでは、韓国特殊部隊がこのよう
な事態に備えていた。韓国では、人口 1,000 万人
の都市の上空で遠隔操作の機器がますます頻繁に
見られるようになっている。6月下旬にスポーツ施
設で行われた訓練では、特殊部隊員が電波妨害装
置を使い、化学物質を散布するドローンを無力化
する攻撃を模擬的に行った。ソウル首都警察庁の
シン・ドンイル長官はロイター通信に対し、「ドロー
ンを使ったテロが世界中で定期的に起きており、
ソウルでも無許可のドローンの出現が徐々に増え
ている」と述べた。「そのためドローンを使った爆
発物や化学物質によるテロなど、ソウル市に対す
る新たな手口のテロ脅威が高まっていることから、
今回の訓練を企画した」

韓国政府系通信社の聯合ニュース（Yonhap 
News Agency）は、その 1週間前に韓国軍が施
設に接近するドローンを阻止するための探知・妨
害システムのパイロットプログラムを公開したと
報じた。同国の防衛事業庁（Defense Acquisition 
Program Administration）によると、独自の技術
で開発されたこのレーダーシステムは、野球ボー
ルほどの大きさのドローンを 8キロメートル先ま

インド太平洋地域の軍事・民生・科学
パートナーが協力し、増大するドローン
の脅威に対抗

FORUM スタッフ
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で探知し、電波妨害装置を使用して無許可の無人
航空機を無力化することができるという。この発
表に続いて韓国軍が人工知能（AI）ベースのシス
テムやドローン関連など進化する能力の展開を加
速させるために、その取得プロセスに取り組んで
いるというニュースも流れた。聯合ニュースによ
ると、韓国の徐旭国防相は 2021 年 7月末、「近隣
諸国が将来に備えて科学技術開発に向けて国を挙
げて取り組みを進めている中で、韓国軍もAI や
無人システムなどの最先端技術を迅速に採用し将
来に向けた防衛政策と戦略の策定に注力すべきで
ある」と述べた。

同月、インド空軍が空軍基地に配備する 10台
の対ドローンシステムの提案を募集したと、アジア
ン・ニュース・インターナショナル（Asian News 
International）通信社が報じた。レーザーベース
の指向性エネルギー兵器を使用し車両、建物、屋外
に搭載可能な国産システムを求めたのである。外
交政策および国際安全保障アナリストであるジェ
イコブ・パラキラス（Jacob Parakilas）氏によると、
このような兵器は「ドローンの群れがもたらす潜
在的な変革の脅威」を鈍らせる可能性があるとい
う。パラキラス氏は、2021 年 9月にオンライン雑
誌のザ・ディプロマット（The Diplomat）誌に掲
載された記事で、「レーザーの能力は、限られた弾
薬の在庫を引き出すことなく長時間発射できるた
め、従来の防衛手段を混乱させる可能性のある軽
量ドローンの群れに対して特異な可能性を与える」
と明記している。「電子防御、おとり作戦、ミサイル、
銃などのさまざまなタイプの脅威に対抗できるよ
うな、階層型防衛システムの重要な一翼を担うこ
とになるかもしれない」と述べた。

核拡散を推進する中国
脅威はエスカレートしている。米国に拠点を置く 3
人の学者の研究によると、10年前に武装したドロ
ーンを保有していたのはイスラエル、英国および米
国だけだった。その後、少なくとも 18ヵ国がこの
グループに加わり、「2011 年から 2019 年にかけて、
中国がドローン輸出市場に参入したことにより、
非民主主義諸国が武装したドローンを欲しがり入
手する傾向が著しく強まった」と、ペンシルベニ
ア大学のマイケル・C・ホロヴィッツ（Michael C. 
Horowitz）氏とジョシュア・A・シュヴァーツ（Joshua 
A. Schwartz）氏、およびテキサスA&M大学の	
マシュー・ファーマン（Matthew Fuhrmann）
氏は「Whoʼs Prone to Drone? A Global Time-
Series Analysis of Armed Uninhabited Aerial 
Vehicle Proliferation（仮訳：ドローンを使うのは誰
か？武装無人機増殖のグローバルな時系列分析）」	
（2020年末にコンフリクトマネジメント・アンド・	
ピースサイエンス（Conflict Management and Peace 
Science）誌に掲載された論文）の中に記している。

オーストラリア、インド、日本、ニュージーラ
ンド、韓国、米国といったインド太平洋地域の民
主主義国家とは異なり、中華人民共和国は、ドロ
ーンを含む関連機器やシステムの輸出を規制する
ことにより、ミサイルとミサイル技術の拡散を制
限しようとする 1980 年代後半からの非公式なグル
ープであるミサイル技術管理レジームの 35ヵ国の
メンバーには含まれていない。実際、2011 年以降
に武装したドローンを手に入れた国のうちの 11ヵ
国が中国から入手しており、その中には「人権を
侵害する」権威主義的な政権や、市民をさらに監
視し抑圧するためにドローンを使用する可能性の
ある政権を含むと研究論文では述べている。「ドロ
ーン、特に武装したドローンの普及は、国際政治
に重大な影響がある。武装したドローンの普及は、
国家間の強制やエスカレーションのダイナミクス
にも重要な影響を与える」と研究者は指摘している。

2021 年 6月にザ・ウィーク誌に掲載された記
事「ドローン戦争の未来（The future of drone 
warfare）」で、米国ダートマス・カレッジの軍事
技術専門家であるジェイソン・ライアール（Jason 
Lyall）氏は、「長年の地政学的行き詰まりを打開
しようとする国家にとって、比較的安価で使い捨
て可能な武装したドローンの台頭は魅力ある機会
を提供する」と述べている。非武装のドローンでも、
おとり作戦や防空システムの妨害に使われれば、
軍事や安全保障活動に脅威を与える可能性がある。
「比較的安価で単純な整備で武装した小型ドローン
は、重要な情報を収集し、ドローン自体よりもは
るかに大きな損害を与える可能性のある他のプラ
ットフォームや弾薬にターゲットを提供する可能
性がある」と、オンライン雑誌「ザ・ワーゾーン（The 
War Zone）」の 2021 年 7月の記事は指摘する。

長年の地政学的な行
き詰まりを打破しよう
とする国家にとって、
比較的安価で使い捨て
可能な武装したドローン
の台頭は魅力的な機会
を提供している」
– ジェイソン・ライオール
米国ダートマス・カレッジの軍事技術専門家

「
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インドの場合、少なくとも今のところ、迫り
来るドローンの脅威は敵国からというよりも過激
派グループなどの非国家的戦闘員からである。
「ザ・ディプロマット（The Diplomat）」の 2021
年 6月の記事によると、パキスタンと国境を接
する西部地域のインドの治安部隊は、2019 年か
ら 2020 年にかけて約 250 機のドローン目撃情
報を報告しており、無人航空機はテロリストへの
武器運搬、麻薬密輸、監視に使用されているとい
う。ヒンドゥスタン・タイムズ紙によると、イン
ド陸軍のマノジ・ムクンド・ナラベーン（Manoj 
Mukund Naravane）陸軍長官は、技術の向上に
よりドローンの製造が「国内で取り組めるDIY
プロジェクト」に近いものになったため、安全保
障環境がますます複雑になっていると述べている。

インドの東隣も同様のジレンマに直面している。
ブナールニュース（BenarNews）によると、2021
年 8月下旬にバングラデシュのテロ対策警察は、
政府施設へのドローン攻撃を計画した疑いのあ
る武装勢力 3人を逮捕したと発表し、人口 1億
6,500 万人の国家で初めての脅威となった。「中
東の過激派組織のイスラム国はこのようなドロー
ンによる攻撃を行っているが、バングラデシュで
は、これまでに武装勢力によるドローンを使った
攻撃の試みは見られていない」と、安全保障アナ
リストでバングラデシュ空軍司令官を退役したイ

シュファク・イラヒ・チョードゥーリー（Ishfaq 
Ilahi Choudhury）紙は、報道機関に語った。「ドロ
ーンで攻撃を仕掛けようとする武装勢力の試みは、
新たな次元の話だと言え、ドローンの製造や改良は
もはや誰でも手を付けることができる家内産業にな
っている。学生や下っ端の技術者でもドローンの製
造や積載重量を増やしたりすることができる」

価値の証明
こうした懸念から、民間と軍の専門知識を融合させ
たプロジェクトが急速に発展するこの分野での進歩
において最先端にある米国を含む、世界各地でドロ
ーン対策技術の開発が進んでいる。2021年半ばに
米国陸軍と米国海軍は、世界の防衛企業が開発中で
ある対ドローンシステムのテストを成功させた。米
国海軍は、実験試験艦M80スティレットに搭載さ
れたDroneSentry - Xシステムの6週間の配備を完
了した。製造元のDroneShield は、AIを搭載した
システムで最大2キロメートル離れたドローンを検
知し、300メートル以上の距離から破壊することが
でき、オーストラリアやイギリスの国防機関などと
も取引していることを明らかにした。「このデモで
は、M80がドローンの群れや広範囲にわたる無人
ロボットの脅威に対抗できるようになった」と「ザ・
ワーゾーン」の2021年 7月の記事は指摘している。
「海軍の唯一無二な沿海域船と自動化された対ドロ

ソウルで 2021 年 6 月に行われた、爆発物や化学兵器で武装した無人航空機 
によるテロ攻撃に備えた訓練で、ドローンを点検する兵士と消防隊員。ロイター



36 IPD FORUMFORUM

ーンシステムのの組み合わせは、低価格帯の無人シ
ステムが海軍の作戦にもたらす脅威をますます強調
しており、これらのシステムが水陸両用艦に搭載さ
れることを示唆しているかもしれない。」

一方、防衛ニュースサイトのジェーンズによる
と、アメリカ陸軍はアリゾナ州のユマ・プルービ
ング・グラウンドで、コヨーテ・ブロック 3シス
テムを使用してサイズ、範囲、能力が異なる 10機
のドローンの群れを撃破した。レイセオン・ミサ
イルズ＆ディフェンスによって開発されたコヨー
テは、非運動性弾頭を使用しており、「戦場を離れ
ることなく回収、改修、再使用が可能」である。
2021 年 9月に発表されたレイセオンが開発した対
無人航空機技術「高エネルギーレーザー兵器シス
テム」についても、イギリス軍が試験を実施する。
イギリスのジェレミー・クイン国防調達相は、「指
向性エネルギー兵器は、将来の装備プログラムの
重要な要素であり、次世代技術の研究、製造、実
装において世界のリーダーになることを目指して
いる」と声明で述べている。

インド軍も空軍基地襲撃事件を機に、新たな脅

威に対抗するための次世代技術の可能性を探って
いる。ヒンドゥスタン・タイムズ紙によると、イ
ンドの当時の最高将官は 2021 年 6月下旬、同国
の 3つの軍事部門と国防研究開発局が学界やその
他の関係者と協力し、対ドローン技術の開発を加
速させている。国防研究開発局のG・サティーシュ・
レッディ（G Satheesh Reddy）長官によると、こ
れには電波妨害（ソフトキル）とレーザーベース（ハ
ードキル）の両方のオプションを持つシステムが
含まれる。9月までに、インド海軍はこのようなシ
ステムの契約を締結し、空軍と陸軍もすぐに追随
すると予想されている。共同声明によると、バー
ラト・エレクトロニクスが製造した独自のシステ
ムは、「マイクロドローンを瞬時に検出して妨害し、
レーザーベースのキルメカニズムを使用してター
ゲットを抹殺することができ、戦略的な海軍施設
に対するドローンの増大に対して、効果的で包括
的な対抗策となる」と述べた。

ドローンの平和的利用
2021 年半ばのインドでの経験は、ドローンが持つ

米国陸軍の Joint Counter-small Unmanned Aircraft Systems Office は、アリゾナ
州のユマ試験場で新たな対ドローン技術の 1 週間にわたる実証実験を実施。 
マーク・ショーアー /米国陸軍
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ジキルとハイドのような二面性、つまり共通の利
益に貢献する能力と、間違った手に渡れば大惨事
を引き起こす可能性があることを、多くの意味で
象徴した。ジャンムー・カシミール襲撃からわず
か 2ヵ月後、インド政府は農業、緊急対応、地理
空間マッピング、インフラ、法執行機関、監視、
輸送などの活動へのドローン使用を促進するため、
認証要件の合理化とドローン用の特別な空中回廊
の設置を発表した。インド民間航空省は 2021 年 8
月の声明で、「2030 年までに、インドは世界的な
ドローンハブになる可能性があり、ドローンは経
済のあらゆる分野に多大な利益をもたらし、その
到達範囲、汎用性、使いやすさから雇用と経済成
長の重要な創造者となり得る」と述べている。

このような利点の証拠はすでに見られる。イ
ンドのテランガーナ州では、政府は地元のスター
トアップ企業と共同で、州内 12,000 ヘクタール
にわたり 500 万本の木を植えるドローンプロジェ
クトに取り組んでいる。もうひとつの官民連携で
は、テランガーナ州は「Medicine from the Sky 
program」を通じて農村部の住民にワクチン、血液、
その他の医療用品を届けるためのドローンの使用
に先駆的に取り組んでいると、2021 年 9月に新聞
のザ・ヒンドゥー（The Hindu）が報じた。イン
ドネシアを含む地域では、同様のプロジェクトが
急速に進んでおり、離島に住む新型コロナウイル
ス感染症の自己隔離患者に非接触で薬や食料を届
ける革新的なプログラムを主導している。

ドローン愛好家が命を救うことを可能にする民
生機器は、過激派が命を奪うことも可能にしてしま
う。この難問を解決することは、インド太平洋地域
の同盟国やパートナーにとって差し迫った優先事項
である。米国国防総省は2021年1月に発表した「カ
ウンター - 小型無人機対処戦略」（Counter-Small  
Unmanned Aircraft Systems Strategy）の中で、	
「技術動向は、小型無人航空機システムの正当な用途
を劇的に変化させると同時に、非国家主義者や犯罪者
が手にする武器としての能力を高めている」でと述
べている。

その 1年前、米国陸軍は「急速に拡散し、低コ
ストで高報酬、かつ米国の人員や重要な資産、権
益に対して致命的な損害を与える可能性のある能
力」がある小型無人機に対抗するために必要な訓
練、物資、および方針の開発を主導するために、
Joint Counter-small Unmanned Aircraft Systems 
Office (JOC) ( 仮訳：合同小型無人機対処戦略室）
を設立した。JOCの任務には、試験プロトコル
と基準の確立、トレーニングモジュールの作成、
ユマ試験場での新興ドローンに対処する技術のデ
モンストレーションなどが含まれる。米国陸軍の
ニュースリリースによると、テストされたシステ
ムの中には、艦載機のエアピストルからネットま
たはロープを発射して敵のドローンのローターを

巻き込むものもあれば、ドローンを撃墜したり、
空中で衝突させたりするものもある。米国陸軍
のRapid Capabilities and Critical Technologies 
Office（仮訳：緊急能力および重要技術部室）のス
タンリー・ダーブロ（ Stanley Darbro ）副所長は、
「価値があることには間違いないが、産業界が参入
して、我々の戦闘に従事する人員に対する脅威に
対抗する技術を見せる場が必要だ」と述べている。

軍隊はドローンがもたらす課題に備えるととも
に、急速に変化する環境の中で継続的に見直され改
訂される透明性の高い政策や規則によって、自らの
技術利用が導かれていることを確認する必要がある。
「自律機能を備えた武器システムは、80年間にわた
り安全かつ確実に戦闘に使用されてており、今後も
引き続き使用されていくだろう」と、元国防次官で
退役したアメリカ海兵隊大佐のロバート・O・ワーク
（Robert O. Work）氏は述べ、同氏は、2021年 4月
に新アメリカ安全保障センター（Center for a New 
American Security）が発表した「自律機能を有す
る武器システムの戦闘雇用に関する原則（Principles 
for the Combat Employment of Weapon Systems 
with Autonomous Functionalities）」と題する報告書
の中でも記している。「実際、これらの武器システム
にAI対応アプリケーションを追加することで、武力
行使の差別化がさらに進み、意図しない交戦の削減
につながると予想され、これは国際人道法に完全に
準拠した目的だ」

それでも、無人兵器システムは人為的ミスやエ
ラーと無縁ではなく、失敗から教訓を得なければ
ならない。例えば、2021 年 8月にアフガニスタン
で発生した米軍のドローンによる攻撃で民間人 10
人が死亡した後、軍の指導者は悲惨な事故の調査
を命じた。アメリカ空軍監察総監による検証では、
無人航空機オペレーターは、数日前に自爆テロに
より多数の市民と 13人の米軍兵士が死亡したカブ
ール空港の攻撃を計画したテロリストをターゲッ
トにしていると考えていたことが判明した。

調査の結果、戦争法を含む法律違反は認められ
なかったものの、米国国防総省によると、「確認バ
イアスやコミュニケーションの断絶と相まって、
実行ミスがあった」と結論づけている。査察官は、
確認バイアスのリスクを軽減する手順の導入、任
務状況認識の共有の強化、民間人の存在を評価す
るための攻撃前の手順の見直しなどを提言した。

一方、米軍は官民の協力者と連携して対ドロー
ン能力に磨きをかけているため、ユマ試験場での	
実証実験は数年間続くと予想される。「最後に、同盟国
やパートナーと協力して脅威、脆弱性、相互運用性
のニーズについての共通の理解を深めていく」と	
米国防総省の小型無人機対処戦略には記されている。
「このような包括的なアプローチを通じて、国防総省
は、合同軍が今日の課題に対応するための準備と将来
への備えの両方を保証する」o
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軍は、戦力の効率と即応性を向上 
させるために 3D プリントに投資

FORUM スタッフ
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3Dプリントのような高速でオンデマンドかつカス
タマイズ可能な技術は、戦場や人道支援活動にお
いて軍人がより効率的に活動できるよう支援する

ことができる。インド太平洋およびその他の地域の軍
隊は、この戦力となる近代化ツールの研究、開発、取
得に多額の投資を行っている。 

少なくとも過去 10年間、武器や戦闘車両の部品の
修理や交換にこの技術を使用してきた。在日米軍は、
新型コロナウイルス感染症を予防するためのフェイス
シールドやマスクを作るために 3Dプリントを使用し
た。橋や家を 3Dプリントで作る技術も存在する。今
では、軍用トラックの外装を一度に作れるほど大きな
3D金属プリンターを開発する計画さえある。

3Dプリントは、専門的にはアディティブ・マニュ
ファクチャリング（AM）と呼ばれ、3Dモデルデータ
から部品を作るために素材を結合するプロセスで通常
はレイヤーごとに作られる。イギリスに本社を置く独立系
の製造会社AMFGによると、インド太平洋地域だけで
3Dプリントの支出は 2024 年までに 36億米ドル以上
に膨れ上がると予測されている。

2021 年 4月、GE アディティブ、アジア太平洋
（General Electric Additive Asia Pacific）部門のゼネ
ラルマネージャーであるチェク・ハン・タン（Czek 
Haan Tan）氏は、GE.comのブログで、「世界的には、
政策立案者がAI （人工知能）、自動化、および付加体
を産業戦略と政策にどのように織り込むかを再考して
いる」と述べている。「しかし、アジアでは、パンデミ
ック以前より政策立案者が先進的な技術にコミットし
ていた」

2019 年 11 月の AMFGの報告によると、インド
太平洋地域の 3Dプリント市場では中国が最大のシェ
アを占めており、日本、韓国、東南アジア諸国連合
（ASEAN）がそれぞれ続き、オーストラリアとインド
が同率のシェアで続く。AMFGの報告によると、3D
プリントに対する米国の支出は、インド太平洋地域の
他の地域の支出合計を上回り、欧州連合の数値はイン
ド太平洋地域の数値よりもわずかに少なかった。他の

業界の数値では、ヨーロッパはインド太平洋地域より
先を行く。

ビジネス・インサイダーは、「3Dプリントは、戦争と
外交政策に革命をもたし、驚くべき新たなデザインを可
能にするだけでなく、防衛産業を、そしておそらくは世
界経済全体を根底から覆す」と述べている。「10億ドル
規模の防衛産業は、この技術革新の端緒にあり、米軍は
すでにユニフォーム、戦傷治療用の人工皮膚、さらには
食品をプリントする取り組みに多額の投資を行っている」

業界のリーダーである米国は、2021 年 1月に米国
国防総省の付加体製造戦略を発表するなど、3Dプリン
トのポリシーを定期的に更新している。同文書では、
AM技術を「防衛システムの革新と近代化を可能にし、
戦闘準備をサポートし、戦力を強化する強力なツール」
と表現した。

米国国防総省によると、3Dプリントは 3つの重要
な方法で軍事作戦を強化することができる。

	• 国防体制の近代化。「AM技術は素材、機械、設計

モデリングソフトウェアで 3DプリントされたN95 フェイスマス
クを準備する米国空軍の二等空兵。一等飛行兵ロビン・ハンシンガー / 米国空軍
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プロセスを統合することで部品の設計方法を根
本的に変え、従来の製造方法では作れないよう
な部品形状を可能にする。これらの革新的なデ
ザインはより優れた運用パフォーマンスを実現
し、センサーや電子部品などの他の部品にプリ
ントによる製造物を組み込むことで、システム
の性能を向上させることができる」

	• 物資準備の迅速化。「AM技術は使用時間を短縮
することで、戦闘に従事する人員が必要に応じ
て重要な能力を受け取れるようにすることがで
き、それにより試作品の迅速な製作を可能にし、
開発時間の短縮やイテレーションの迅速化につ
ながる。AMシステムは機能的にはボックス内の

工場であり、簡単にオン・オフができるデジタ
ル制御された生産ラインだと言える」

	• 戦争の革新と能力を強化。「AM技術は、戦術	
ユニットが現場で革新的なソリューションを開発
することを可能にし、戦闘員という我々の最大
の強みへバランスをシフトしてくれる。AM技術
は戦闘に従事する人員にさらなる能力を提供	
してくれるが、適切な使用をサポートするための
安全ガイドライン、訓練、およびシステムと	
バランスをとる必要がある」

要点：3Dプリントは、より致死的なシステムの運用、
即応性の向上、そして戦場でリアルタイムに問題を解決で
きる権限を持った戦闘に従事する人員の育成を可能にする。

3Dプリント技術が進歩する一方で、軍事分野では
以前からその応用が進んできた。例えば、Dezeen 誌
によるとアフガニスタンの米軍兵士は、2013 年にモバ
イル 3Dプリントラボをを利用して、配送を待たずに
現場で機器を修理するための予備部品を生成した。 
「米国からオーストラリアに至るまで、軍隊は何十

年も前から付加体製造の可能性を認識しており、すで
に現場で 3Dプリンターを活用している。現在 3Dプ
リントされた部品は、重要な航空機のエンジン、戦車
や潜水艦、兵士自体に使われている」と、3Dプリント
の専門誌の「All3DP」は述べている。

3Dプリントは戦争と外交政策に
革命をもたらし、驚くべき新しい
デザインを可能にするだけでなく、
防衛産業そしておそらくは世界
経済全体を根底から覆す」

~ ビジネスインサイダー

「

オーストラリア国際航空ショー
（2015 年 2 月、メルボルンで開催）
で展示された世界初の 3D プリント
によるエンジン。AFP/GETTY IMAGES
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オーストラリア陸軍は、陸軍第 1戦闘支援大隊（1 
CSSB）が現場における金属部品の 3Dプリントを通じ
てサプライチェーンの改善を支援する金属 3Dプリン
ト会社の SPEE3Dとの提携を 2022 年まで延長した。 
「現場で設計しプリントされたカスタムメイドの部

品は、装備を実戦に復帰させ、戦場での主な役割を果
たすことができることを意味する。このような最新技
術を採用することでサプライチェーンを強化し、必
要なものを短時間で正確に作ることができる」と、1 
CSSB の指揮官であるケイン・ライト（Kane Wright）
中佐は、オーストラリア国防省の報道で述べている。「技
術に精通した兵士たちは、SPEE3Dのスキルと技術に
よって管理や物流の負担を軽減し、基地や従来の商業
メーカーに頼ることなく独自のソリューションを展開
できる」

オーストラリアのパイロットプログラムでは、予備
部品の設計からプリントまでを現場で行うことで、兵
士がワークフロー全体をコントロールできることが証
明された。

中国人民解放軍は 2015 年に公開訓練を行い、3D
プリンターの活用を示す公開演習を行った。3DPrint.
comによると、この訓練で解放軍の兵士は石油タンカ
ーの火災に対応する際に車両の損傷に気づいたという。
必要な部品の在庫がなかったが、技術者の対応や修理
を待たずに兵士は 3Dプリンターを使用し再び稼働さ
せた。
「従来の部品加工のやり方はもう不要であり、計画、

研削、ルーティングやその他の複雑なプロセスは必要
なくなった」と、訓練に参加した解放軍兵士のDong 
Kaiyi 氏は、3DPrint.comに語った。「3Dプリンター
が使えるようになったことで現場の修理効率が上がり、
多くの重整備機は必要なくなった」  

専門家によると、中国の軍事技術の進歩をオープ
ンソースで確認することは困難であるという。中国
人民解放軍のウェブサイト「中国軍事」によると、

中国宇宙技術研究院は 2020 年半ば、、宇宙で初めて
3Dプリント実験を行ったと発表し、ハニカム構造体の
平面部分、宇宙科学院の親会社である中国航天科技公
司のエンブレムを制作した。 

他のテクノロジーと同様に 3Dプリントにも課題が
ある。ランド研究所は、「Additive Manufacturing in 
2040: Powerful Enabler, Disruptive Threat（仮訳：
2040 年における付加 的製造業：強力なイネーブラー、
破壊的な脅威）」と題する報告書の中でそれらを調査した。
「安全保障への影響も視野に入れなければならない。

武器のプリントが容易かつ安価になれば、動的攻撃（致
死的な力による暴力）の脅威は著しく増大する可能性が
ある」とランド研究所の報告書は述べている。「インタ
ーネットを通じて異国のテロリストやその他の暴力的な
過激派グループは、より危険な新兵器の印刷可能なデザ
インをすぐに入手できるようになる可能性がある。AM
技術はまた、自国の反体制派と単独犯がこれまで武器を
入手できなかった場所（学校、政府の建物、空港など）で、
素早く武器をプリントすることを容易にする」と述べた。

訓練とともに個人、社会、軍隊にとっての安全保障
上のリスクに対する意識を高めなければならない、と
ランド研究所は警告する。また政策立案者は、3Dプリ
ント技術を規制する際に意図せずして軍隊やその他の
組織がこの技術を有益に利用することを妨げないよう、
専有権保護も含めてバランスをとる必要があるとラン
ド研究所は指摘している。
「新しい技術には潜在的な利益と脅威があり、リス

クはあるが、政策立案者はAM技術がもたらす難解な
安全保障上の問題に取り組み始めなければならない。
今日の決断は、将来直面するであろう機会や脅威を形
成する力がある、」とランド研究所の報告書は結論付け、
潜在的な安全保障への影響を理解するためにさらなる
調査を行うべきであると述べている。「今こそこの強力
な新技術の畏敬すべき可能性と起こりうる負の影響に
ついて検討を始める時である」o

兵士は 3Dプリンターを使用し、このような現場修理用のレンチ
などの工具を作ることができる。AFP/GETTY IMAGES

3Dプリントされた船内用ヒューズボックスカバーを手にする米国
の船員。南西部地域整備センター
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インド統治下のカシミール地方
ガガンジェールのスリナガル
＝レー高速道路を走行する	
インド軍の車列。 AP 通信
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中国の新陸地国境法は、インドに対す
る軍事的脅威と立法上の最後通告を
織り交ぜている。 

国境の「保護と利用」に関する中
国初の法律は、中国の主権と領土保全が「神
聖かつ侵すことのできないもの」であると定
めている。同法は 2021 年 10 月の第 13回全
国人民代表大会で可決され、2022 年初頭から
施行された。この法律は、中国のローフェア（法
律を武器とした戦争）における別の例であり、
政権が攻撃的な外交や軍事政策を正当化する
ために国内法を整備するものである。

この法律は、アフガニスタン、ブータン、
カザフスタン、キルギス、ラオス、モンゴル、
ミャンマー、ネパール、北朝鮮、パキスタン、
ロシア、タジキスタン、ベトナムを含む14ヵ国、
中国の 22,457 キロメートルの国境に適用され
るが、インドには選択的に影響を与える。これ
は、中国がこのうちの 12ヵ国と国境を画定し
たと主張するもので、インド、中国とドクラム
高原で三叉路を共有するヒマラヤの仏教国ブー
タンとの画定を進めているからである。 

この陸地国境法は、核武装した 2つの大国
間の敵対関係を激化させ、3,488 キロメート
ルに及ぶヒマラヤ山脈の境界線、いわゆる「実
効支配線（LAC）」に沿ってインドに迫り威嚇
的な中国が一触即発の事態に舵を切った。 

歯止めが効かない

サロシュ・バナ（SAROSH BANA）

攻撃的なローフェアで 
インドを攻撃

中国

中国共産党の人民解放軍に国境を越えた
と認識される行為に対して武力報復を行う権
限を与え、地方行政機関に国境開発プロジェ
クトの増加を許可する法律だとしてインドは
懸念を表明している。インドの懸念に対して
中国外務省の汪文斌副報道局長は、「中国政
府は関係国が国際関係の規範を守り、中国の
一般的な国内法に対する不当な憶測を控える
ことを望む」と述べた。 

中国政府は 1993 年、1996 年、2013 年
の 3回の国境合意にもかかわらず、インドと
のほとんどの国境画定を争っている。2017
年に中国はドクラムでインドと 73日間に渡
り対立し、これは、2020 年 5月に中国人民
解放軍が北西部 LACにあるインド連邦領ラ
ダック東部の広大な土地を侵攻し占領するま
での数十年間で最も危機的な状況だった。ま
た、両国間の本格的な戦争は 1962 年の 1ヵ
月間だけで、インドがラダックの一部と主張
するアクサイチンという 37,244 平方キロメ
ートルにわたる高地砂漠を中国人民解放軍が
占拠した。2017 年のドクラムでの小競り合
いの後、中国人民解放軍は軍事インフラを建
設し軍隊を恒久的に配備した。

中国は、陸地国境法を制定する数日前に
ブータンと「3段階のロードマップ」に合意し、
477 キロメートルの境界線をめぐり長期化し
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た紛争を解決するための交渉を加速させることにした。
中国はブータンの一部を領有しており、1951 年に中国
が併合したチベットとの国境を公式に認めておらず、
境界を画定したことさえない。

2020 年 11 月、中国はドクラムのインドと膠着状
態にある場所からわずか 9キロメートル、ブータン国
内から 2キロメートルの場所に村を建設した。1949
年以来、インドと永久平和友好条約を結んでいるブー
タンが、2007 年に更新した協定に基づきブータンが
主張する地域に中国が道路を延長しようとしたことが
対立の引き金となった。ブータンには約 6万人のイン
ド人が住み、さらに 8千から 1万人が毎日国境の町か
ら約 78万人が住むこの国に訪れて就労している。 

中国がインドとブータンの領土に侵入し、中国政府
が実効支配線（LAC）を塗り替えようとする「サラミ・
スライス戦略」の兆候であるとインドは懸念している。

南シナ海の陰影
陸地国境法は、中国が南シナ海での海洋権益を区分す
るいわゆる九段線の下で実施したのと同様の戦略で領
土を支配するものである。フィリピンは、国連海洋法
条約（UNCLOS）に基づきこの地域における中国の主
張に対して異議を唱えた。2016 年、オランダのハー
グにある常設仲裁裁判所の法廷は中国の国境画定には
法的根拠がなく、フィリピン政府の主権を侵害すると
の判決を下した。その他、同様の被害を受けた東南ア
ジアの数ヵ国は国連海洋法条約の裁定に胸をなでおろ
した。この仲裁は最終的な法的拘束力を持つと考えら
れていたが、中国側はその裁定をはねつけている。

米国や世界の多数の国は、2022 年 1月の米国国務
省の『Limits in the Seas No.150』と題された研究に
記載されているように、南シナ海や世界中の規則に基
づく国際海洋秩序を支持し、中国の主張を拒否してい
る。報告書は、「これらの海洋上の主張の全体的な効

果は、中国が南シナ海の大部分の主権または何らかの
形式の排他的管轄権を不法に主張することであり、こ
れらの主張は、海洋における法の支配と条約に反映さ
れた普遍的に認められた多くの国際法の規定を著しく
損なうものである」と結論付けている。

実効支配線における欺瞞戦争の一環として、民間人
の居住地を軍用飛行場に、民間飛行場を中国人民解放
軍基地に改装する「両用」国境村と施設を建設してい
る。衛星画像は、実効支配線沿いの中国人民解放軍の
部隊動員とともに、こうした動きを捉えている。中国
はインドのウッタラーカンド州、アルナーチャル・プ
ラデーシュ州、シッキム州との国境沿いに追加の戦線
を広げている。

2020 年 5月にパンゴン・ツォ地区でインド兵と激
しく衝突して以来、5万人の人民解放軍部隊が依然と
してラダック東部の一部を占領しているため、インド
も厳しい状況に置かれている。全長 135 キロメートル
のパンゴンツォ湖北岸にあるチャンチェンモ川の突端
に中国人民解放軍が陣取り、アクサイチンに隣接する
ガルワン渓谷全域を占領したことは、この地域に残る
部隊を想定して考案された戦術であることを露呈して
いる。

中国政府が国境侵犯に 2020 年夏を選んだのは、イ
ンドが新型コロナウイルス感染症のパンデミックによ
る経済的、政治的課題に取り組んでいた時期である。
中国は、軍事的な弱点も見抜いていた可能性がある。 

2021 年 10月に第 13回司令官級協議が決裂し、ラ
ダック東部の懸案事項を解決できなかったことで、隣国
間の緊張が再び高まった。中国人民解放軍西部戦線司令
部の声明は、9時間弱の会談でインドが「不合理で非現
実的」な要求をしていると非難した。インド軍は「会談
の間、インド側は他の分野の問題解決に前向きな提案を
したが、中国側はそれらに同意していないようで今後の
方針について何の提案もできなかった」と反論した。さ
らに、中国政府は、実効支配線の現状を変えるための「一
方的な試み」は、地域の平和を回復するための講じざる
を得なかった適切な措置だと付け加えている。

会談の前日、インド陸軍のナラヴァネ参謀長は、ラ
ダック東部で大規模な軍拡を続ける中国人民解放軍に
懸念を表明し、「彼らは留まるところを知らない」と
述べた。「我々はこれらすべての動向を注視している
が、もし彼らがそこに留まるのであれば我々もそこに
留まることになる」。

2021 年末時点でも膠着状態が続き、荒涼としたヒ
マラヤの砂漠に戦略的な部隊が互いに対峙していた。

高まる緊張
中国人民解放軍が 2つの摩擦点である実効支配線沿い
のホットスプリングスのパトロールポイント（PP） 15
とラダックのゴーグラ・ポスト（Gogra Post）付近の
PP17Aを占拠し続けている間にも、中国は国境を越
えて大砲、防空壕、戦闘用ドローン、大型車両で武装

インドと中国の国境にあるラダックのパンゴン・ツォ地
区で掩体壕を解体する中国軍。 AP通信
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した追加部隊を派遣している。その中には、2021 年 7
月に実効支配線を横断し、2021 年 2月の非軍事化合
意後に明け渡したカイラシュ山脈の陣地を再占領しよ
うとする者もいれば、ガルワン川とパンゴンツォ付近
の地点に移動する者もいるとされる。 

インドは、この問題に関するすべての軍事レベルの
協議と外交交渉において、完全な離脱が行われる場合
にのみ緊張緩和が可能であるという立場をとっている
中国側は、インドが実効支配線を侵害することによっ
て国境紛争を引き起こしていると非難することでその
立場を貫いている。

中国には、実効支配線沿いのさまざまな摩擦点を強
化することでインドを引きずり出そうとする意図があ
るようだ 。インドにはこの対立が戦争にエスカレート
しないよう、慎重に行動する以外の選択肢はほとんど
ないように思われる。 

さらに中国政府は、2020 年 6月 15 日に中国人民解
放軍がラダック東部で 20人のインド兵を殺害し、1962
年の中印戦争以来の致命的な小競り合いを起こした後
のインドの反応に触発された。インド政府はその後、
2020 年に「地図を変えるなら、アプリを規制する」と、
中国発の 267 個のアプリを禁止することで報復し、イ

ンドのソーシャルメディアにトレンドの自粛を促した。
中国側は、実効支配線での軍事インフラを精力的に

整備しているが、インド国防省がレ・ロマ（Leh-Loma）
道路に最近開通した「銃、戦車、その他の特殊装備を
含む重火器システムの移動を妨げない」とする 50メ
ートルの橋になど、インドからの報復活動に対して反
発している。 

中国の冒険主義は、2019 年に標高 4,000 から
5,000 メートルを走る 255 キロメートルのダルブク・
ショク・DBO道路を完成させ、ラダック東部 1,147
キロメートルの実効支配線沿いの接続性を向上させた
インドに対する軽蔑が発端とも言える。この車道は、
ラダックと中国新疆ウイグル自治区の境界にある標高
5,540 メートルの戦略的なカラコルム峠から南 12キロ
メートルに位置するダウラト・ベグ・オルディーの世
界最高頂における滑走路と軍事基地（インド）に通じ
ている。7キロメートルほど北上すると、中国で最も
過酷な人民解放軍駐屯地といわれる神仙湾がある。

インド国防省の国境道路公団は、中国との国境沿い
に作戦上重要な道路を 70本建設するほか、既存の道
路の拡幅や強化、前線着陸地点、トンネル、橋の建設
などを進めているとされる。

インドと中国
の国境紛争

中国

パキスタン

タジキスタン

イスラマバード

ギルギット

シュリーナガル
カルギル

ジャンムー

レー（Leh）

ダルブク・ショク・ 
DBO 道路

ガルワン渓谷

ホットスプリングス

ダウラト・ 
ベグ・オルディ

シャクスガム
（Shaksgam）

渓谷

ワカン回廊
(Wakhan Corridor) 

パキスタンから中国に
割譲された地域

インドが領有権を主張

シアチェン氷河 
（Siachen Glacier）

インドが実効支配し、
パキスタンが領有権を主張

アクサイチン
1962 年の紛争以降

中国が実行支配 
インドが領有権を主張

ギルギット・バルティスタン
パキスタンが実効支配し

インドが領有権を主張

カシミール
インドが実効支配し

パキスタンが領有権を主張

ジャンムー・
カシミール

ラダック

パンゴン・ツォ
湖

実効支配線（LAC）

出典：IndoPac_Info

インド
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一方で中国は、1963 年にパキスタンから不法割
譲されたシャクスガム渓谷の 5,163 平方キロメート
ルの土地に、36キロメートルの道路を建設したが、
この領土はインドが領土圏権を主張している。

ラダックでの争い 
中国は、インドが 2019 年に第 370 条と第 35A条を
破棄し、当時ラダックが属していた辺境のジャンム
ー・カシミール州を再編成したことに憤慨し、この
問題を国連安保理に提議した。特に、中国はこの地
域を戦略的に重要視しているため、ラダックの自治
権の変更について特に強い憤りを示している。イン
ドは、ラダックの新たな自治権は「内政問題」であ
り「インドの対外境界や中国との実効支配線には何
の影響もない」と中国をはねつけた。しかし、中国
外務省は声明を発表し、「最近のインド側の一方的な
国内法改正は、中国の領土主権を損ない続けており、
容認できないし、効果を持たない」と主張した。

また、アミット・シャー（Amit Shah）内務大臣
がインド議会で次のように主張したことに中国政府
は立腹している。「カシミール地方はインドの一部で
ある。我々が言うジャンムー・カシミールは、ギル
ギット・バルティスタンを含むパキスタン占領下の
カシミール（PoK）とアクサイチンが含まれている

ことを明確にしたい。疑いの余地は全くない。ジャ
ンムー・カシミール全域はインド連邦にとって不可
欠な領土である」  

ギルギット・バルティスタンは、中国からの 600
億ドル（約 7兆円）に及ぶ融資で賄われている中国・
パキスタン経済回廊（CPEC）に関連しており、	
中国の「一帯一路」の構想の旗艦となっている "→ "
重点地域だ。中国政府の立場からすれば、インドが
PoKやギルギット・バルティスタンを占領しようと
すれば、習近平氏が個人的な威信をかけるパキスタ
ンのグワダル港を通じてインド洋へのアクセスを可
能にする中パ経済回廊（CPEC）が弱体化すること
になる。インドは、中パ経済回廊がギルギット・バ
ルティスタンを通過することで自国の領土主権を侵
害すると主張している。

2021 年 10 月中旬、シャー氏はインドの敵対勢力
に対してインドの国境に「言い掛かり」をつけるな
という厳しい警告を発し、そのような行為には、	
「インドによる相応の報復措置」で対応すると断言
した。 

中国政府はこれを明らかに挑発的な発言だとし
た。全体として、インドに対する軍事攻勢は単なる
戦術的なものではなく、長期的な目標の実現を目指
す戦略的な意図がある。結局のところ、習近平氏が

ラダック地方レーの山脈上空
を飛行するインド戦闘機。
ロイター
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委員長を務める中国共産党の中央軍事委員会の最高
指導部が PLAの動きを指示している。

新たな外交
米国のベテラン外交官であるニコラス・バーンズ
（Nicholas Burns）氏は 2021 年 10 月に、インド
太平洋における米国とインドの利害の一致は、中国
がもたらす課題に関しての「大きな進歩となる」と
指摘した。バーンス氏は、ジョー・バイデン米国大
統領が指名した駐中国大使の承認公聴会で「ご存知
のとおり、クリントン大統領以来すべての政権が取
り組んできたことだが、インドという新たな安全保
障上のパートナーができた」と述べた。「インドと
アメリカの利害が一致していることは、インド太平
洋の戦略上で大きな進歩を生む」

現アメリカインド太平洋軍司令官のジョン・C・
アキリーノ（John C. Aquilino）氏は、米印の軍事
関係が新たな頂点を迎える中、中国とインドの間の
不信感は高まっていると、2021 年 3月に上院軍事
委員会で行われた承認公聴会の中で述べた。CNBC
が報じたところによると、彼は中国とのにらみ合い
の中、北部の国境を守ろうとするインドの努力を称
賛したとコメントした。
「中国とインドの間の不信感は最高潮に達している。

実効支配線（LAC）の小競り合いによる二国間関係
の断絶に加え、インドは『一帯一路』構想の一環	
である中国の活動に深い疑念を持っている」	
とアキリーノ氏は述べている。
「パキスタンのグワダルとスリランカのハンバントタ

両方での中国の姿勢もインドの懸念材料だ。インド太平
洋地域全体がそうであるように、インド洋地域における
中国の透明性の欠如と不誠実な行動は、同地域の安定と
安全を脅かしている」と、上院議員による承認公聴会の
質問に対して用意した回答の中に記している。

最近の中国の活動はすべての国に脅威を与えて
おり、インドと米国の協力関係を強化する必要性を
強調していると述べた。CNBCの報道によると、「過
去数年間にわたる有効協定の締結を機に、我々はよ
り緊密に連携することができ、自由で開かれたイン
ド太平洋を確保するためにこれまで以上に協力して
いきたい」と述べた上で、インドとの二国間および
多国間関与の継続的拡大、注目される共同作戦、	
上級レベルの取り組みの増加などを挙げた。

 中国からの軍事的脅威はインドにとって決定的
なものとなっている。そこからどう抜け出すかが、
最終的に国際社会における国家の立ち位置、安全保
障に関する国際連合における国家の立ち位置を決め
ることになる。o 

インドと中国の国境沿いにある
ラダックのパンゴン・ツォ湖から
撤退する戦車。AP 通信
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021 年 7月、新型コロナウイルスの感染が拡
大する中、政府が食糧や医薬品などの必需品を
提供しないことに抗議する数千人のキューバ
人が街に溢れた。共産党政権は数日のうちに
国内のインターネットと電話通信を遮断し、

広範な不満が外部に伝わるのを数日間ブロックした。
キューバは、中国共産党の国民統制の手法を借用した
だけでなく、キューバの通信インフラを構築した中国
の技術と企業がこの種の検閲を可能にした。

主要な安全保障関連のシンクタンクによると、キューバ
などの抑圧的な政権は国内外の人々を操り、その権威
主義的な統治形態を促進するために国内の監視や検閲
を行うことができるデジタルツールを提供する中国に
ますます期待を寄せている。

新疆ウイグル自治区で少数民族を統制するために最も
顕著に用いられた中国政府のハイテク弾圧の要素は、
中国の他の地域にも設置され、アフリカ、ラテンアメリカ、
東ヨーロッパ、東南アジアの数十ヵ国に輸出されてい
ることが報告書で詳細に述べられている。2019 年の
カーネギー国際平和基金（Carnegie Endowment for 
International Peace）の報告書によると、少なくとも	
50ヵ国が中国企業ファーウェイ（Huawei）の提供する技
術に支えられた監視システムを開発しているという。	
アリーナ・ボリアコヴァ（Alina Polyakova）博士とクリス	
・メセロール（Chris Meserole）博士は、2019 年の
ブルッキングス研究所の報告書『Exporting Digital 
Authoritarianism: The Chinese and Russian Models
（仮 訳：デジタル権威主義の輸出：中国とロシアのモデル）』
の中で、ロシアの比較的ローテクな偽情報ツールは国内
の反対勢力を抑圧し、海外の民主主義国の内紛を煽るために
数十ヵ国に輸出されていると述べている。

エロール・イエボク（Erol Yayboke）氏とサム・ブ

ラネン（Sam Brannen）氏が戦略国際問題研究所（CSIS）
の 2020 年の報告書『Promote and Build: A Strategic 
Approach to Digital Authoritarianism（促進と構築：	
デジタル権威主義への戦略的アプローチ）』で指摘するよ
うに、セルビアやウガンダのような民主主義国家や穏健な
政府でさえ、これらの長期的な使用による影響にも関
わらず、約束された制御力に惹かれている。

報告書が出てからその傾向はますます加速している。
現在CSIS の脆弱性とモビリティに関するプロジェクト
のディレクターを務めるイエボク氏はFORUMに対して、
「権威主義体制の国は、国民を抑圧するためにデジタル
手段を行使し続け、しばしば新型コロナウイルスのパン
デミックを口実にさらに厳しい管理を実施している」

2

2021 年 7月 12 日、キューバのハバナで行われた大規模な	
反政府デモ発生後に街を歩く機動隊。AFP/GETTY IMAGES

民主主義的支配と権威主義的支配の戦いを支える 
情報技術エコシステムの覇権争い

デジタル
自由を勝ち取る

の

FORUM スタッフ



50 IPD FORUMFORUM

と述べた。「例えば位置情報やウイルス検査の	
データは、公衆衛生上の理由から収集されているが、
政府が国民をより密接に監視するための手段としても
利用できる。しかし、私が最も懸念するのは表向きは
非権威主義を掲げる国々にこうした傾向が現れている
ことだ。特に、データローカライゼーションという	
ツールは、『プライバシー』や『国家安全保障』を口実
により頻繁に使われるようになっている」

これらの技術を利用する動機はさまざまだが、「多
くの場合、民主主義国や部分的民主主義国は最も安価
で、時には利用可能な唯一の技術であるため、これら
の技術（その多くは中国やロシアなどに由来する）に
目を向けている」また、特にパンデミック時には、市民
についてより多くの情報を集めるこが重要だと感じる
人もおり、さらには、こうした管理強化策は緊急時に
実施される一時的なものだと自分自身を納得させるこ
とさえあるだろう」とイエボク氏は述べている。「この
種の管理の強化は、たとえ本来は短期的で非操作的な
理由であったとしてもリーダーにとっては手放しがた
いものであることを歴史は示している」

デジタル権威主義の広がりに対抗するため、同盟国、
提携国、志を同じくする国々が協力して、デジタルガ
バナンスの競争的民主主義モデルを打ち出すために協力
しなければならないというのが専門家の意見である。
ブルッキングス研究所人工知能・新興技術研究副部長

のメセロール氏と、現在欧州政策分析センター（Center 
for European Policy Analysis）会長兼最高経営責任者
のポリアコヴァ氏は、システムはセキュリティを強化	
しつつも市民の自由と人権を保護し、確立された行動規範
のもとに導入する必要があると主張した。

軍隊はデジタル民主主義の確立と保護において重要
な役割を果たすことができると他の専門家は主張して
いるが、一部の国はデジタル権威主義を永続させるた
めに軍隊を配備している。専門家は、情報の操作と管
理に関する国民の意識を高めることも解決策の重要な
要素であると考えている。
「民主主義国は、21世紀を支配するデジタルガバ

ナンスモデルをめぐる地政学的な戦いの中にいるこ
とを認識しなければならない」と、2020 年 9月に
非政府組織（NGO）のフリーダムハウス（Freedom 
House）、CSIS、アリゾナ州立大学マケイン国際リーダ
ーシップ研究所が設立した米国の民主主義と権威主義
に対抗するための戦略に関するタスクフォース（Task 
Force on U.S. Strategy to Support Democracy and 
Counter Authoritarianism）による 2021 年 6月の報
告書を結論づけた。

台湾の事例
例えば、台湾は議会改革の目標に基づいてデジタル
民主主義の先進的なモデルを構築している。2021 年

2021年 7月 12日、キューバのハバナで
数千人のデモ隊が 「独裁政権を倒せ」
と叫びながら街頭に出た翌日に国家議
事堂を通過する車。AFP/GETTY IMAGES
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7 月、オンライン雑誌『ザ・ディプロマット（The 
Diplomat）』の報道では、そのモデルは透明性、開放性、
参加、デジタル化、識字率向上を促進するために新技
術の活用に努めている。

Ttcat としても知られるミンシュアン・ウー（Min 
Hsuan Wu）氏は、デジタル民主主義はシビックテック、
つまりテクノロジーを使って民主主義を作り出し、市
民に投票権を与えることで成立すると、同誌に説明し
ている。彼は民主主義に対する脅威を研究し、それに
対抗する方法を考案するために 2019 年にダブルシン
ク・ラボ（Doublethink Labs）という組織をを共同で
設立した。一方、デジタル権威主義は、監視、スパイ、
サイバー攻撃、検閲、社会的または選挙的操作といっ
た抑圧や破壊のためのツールや、デジタルインフラ、
インターネットサービスシステムの制御、データロー
カライゼーションを可能にする技術などの戦略的競争
のためのツールまで、さまざまなツールに依存してい
るとイエボク氏は指摘する。

オードリー・タン（Audrey Tang）台湾デジタル大
臣は、「北京が社会信用システムや国家検閲などのデジ
タルツールを使う一方で、台湾では社会部門が積極的
にデジタルインフラを作り、日常的に市民が政策改革
について提案したり意見を述べたりできるようにして
いる」とザ・ディプロマット誌に語った。「デジタル民
主主義における透明性とは、国家の透明性を国民へ高
めることであり、デジタル権威主義のもとでの「透明性」
の意味とは、国家が国民を監視しやすくすることだ」。

台湾政府を改革するための教訓と開発された技術は、
他の民主主義国家にも容易に転用することができる。	
イエボク氏は、どの新興モデルも完璧ではないが、デン
マークとエストニアも他国と共有することが可能なデジ
タル民主主義の良いモデルを構築していると述べた。
「中国にとって唯一確かであろうことは、彼らが長

年にわたり行ってきたプロパガンダのシナリオ（民主
主義はアジアに向いていない）が、台湾の進歩によっ
て魅力的ではなくなったということだ」と Ttcat は同
紙に語っている。

民主主義の擁護
競争モデルとともに、制裁措置や輸出規制など、デジ
タル権威主義を可能にする技術の供給を制限するアプ
ローチも、こうしたシステムの展開を抑制するのに役
立つと、複数のシンクタンクの報告書は示唆している。
しかし、監視経済が成熟していることもあり問題は複
雑である。中国は監視システムの最大の供給国だが、
フランス、イスラエル、ロシア、イギリス、アメリカ
などの国も人口規模のコントロールを容易にするため
に使用できる高度な技術を供給していると、メセロー
ル氏とポリアコヴァ氏は指摘する。

ブルッキングスの報告書が述べているように、米国
や多くの欧州諸国は、主に欧米諸国で生産され続けて
いる大量監視システムを実現する高度なプロセッサー
やセンサーの輸出を制限する措置を講じている。例え

ば、ドナルド・トランプ米大統領（当時）政権は 2020
年 5月にファーウェイへのグローバルチップ供給をブ
ロックし、同社の事業拡大を阻害したとロイターは報
じている。報道では、中国の半導体自給率向上はほと
んど上がらず、半導体プロジェクトに対する多額の補
助金も成果をあげられなかったこともあり、こうした
措置が大衆監視システムの普及を遅らせている可能性
があるという。2021 年 5月の日経アジアサイトの記
事では、2025 年の中国の半導体自給率は 19.4%にと
どまる見通しであることが報じられた。

新型コロナウイルス感染症のパンデミックは、この
問題を浮き彫りにしただけでなく、欧米やインド太平
洋地域の企業の間で中国企業との技術協力に関連する
データセキュリティやプライバシーリスクへの懸念を
高め、欧州、北米、その他の地域は、中国へのサプラ
イチェーン依存を減らすためのスケジュールを加速さ
せた。例えば、インドは 2021 年 1月に 59個の中国製
アプリを国内市場から追放したと報道機関は報じてい
る。しかし、パンデミックが起こるずっと前から、オ
ーストラリアを含む多くの国がすでにファーウェイに
よる 5Gネットワークの供給をブロックしている。

米国は、デジタル権威主義に対抗するため経済的制
限を課すだけでなく、米中経済の切り離しを図る取り
組みを通じて競争力を高める複数のイニシアチブを開
始した。米国の国防高等研究計画局（DARPA）はデジ
タル権威主義の理解を深めるため、人工知能（AI）研
究に資金を提供しており、オンラインでの誤報やディ
ープフェイクの検出から情報操作キャンペーンの分析
まで、さまざまなプロジェクトが行われている。議員
たちは、マイクロエレクトロニクス生産を刷新し、米
国の技術競争力を強化するためのいくつかのイニシア
チブを推進している。2020 年 3月、中国などの権威
主義的政府の新興技術への影響に対抗するため、米国
上院に米国国務省の新たな事務所を中心とした国際的
なパートナーシップを構築する法案が提出された。国
防高等研究計画局は、彼らの目標に沿って国際的な技
術基準を設定するための道筋を作る。

サイバー政策担当米国国防次官補であるミーケ・エ
オヤン（Mieke Eoyang）氏は、デジタル権威主義に対
抗するためには協力することが重要だと述べた。エオ
ヤン氏はNextgov.comに、「同盟国が自国の技術の購
入を検討しているときは、必ず代替案を提供し、同盟・
提携国がそのような技術購入を決めた際には、発生す
る可能性のあるリスクや脆弱性を共有するためのより
良い対策を講じる必要がある」と語った。

ワシントンD.C. に本拠を置く独立系政策シンクタ
ンクの情報技術・イノベーション財団（ITIF）は、
2021年 6月中旬に米国が中国にも対抗できる国家技術
戦略を推進する独立機関を設立するよう求める報告書
を発表した。提案された産業技術総合研究所（National 
Advanced Industry and Technology Agency）は、
年間 80億ドル（約 9,785 億円）以上のアメリカ国立
科学財団と同等の予算を持ち、5つの部門（データと
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分析、先端産業、新興技術、イノベーションシステム、
機関横断的および政府横断的な連携）を有する。

ITIF会長で報告書の著者であるロバート・アトキンソン
（Robert Atkinson）氏は 2021 年 6月の声明で、「中国
に対抗するために議会と政権がとるべき手段は数多	
くあるが、今までの流れを完全に変える最良の方法は、
集中した使命と十分な資源を持ち、先端技術産業の競
争力を強化する専門機関を設立することだろう」と述
べた。

また、デジタル権威主義に対抗するためには、民主
主義を強化することが重要であると主張する人もいる。
米国のような先進民主主義国は、選挙への外国の介入
を排除し、自由で公正な選挙を支援し、平和的な権力
移行を約束し、誤った情報や陰謀論の拡散を制限する
ことで国内機関への信頼を強化する必要があると、イ
エボク氏とブラナン氏は戦略国際問題研究所（CSIS）
の報告書で主張している。

2021 年 6月のフリーダムハウス主導のタスクフォ
ースによる報告書はさらに踏み込んだ内容になってお
り、次のことを推奨している。「米国は『民主主義外交』
を受け入れ、民主主義と権威主義への対抗を米国の外
交関与の優先事項とするべきである。その優先順位は、
権威主義の脅威に対抗し、民主的な統治を強化するた
めの国際的な連合を促進することが含まれるべきであ
る。政府、市民社会組織、大学、民間企業、市民が連携・
連帯して、共にこれらの課題に立ち向かうことが基本
的なアプローチである」。2021 年 12 月に開催された
ジョー・バイデン米大統領による「民主主義のための
サミット」は、まさにそのための理想的な機会を提供
したとタスクフォースは指摘している。

また、同盟・提携国は海外で民主主義や人権の原則
を推進し、オンラインでの自由な表現と安全なコミュ
ニケーションを促進する必要があると、メセロール氏
とポリアコヴァ氏は提言し、「民主主義社会における外
国の影響力に対する抵抗力を高めるために、各国政府
は情報操作に関する国民の意識を高めるために投資す
べきである」と記している。「これには、青少年のデジ
タルに対する批判的思考能力を育成する教育プログラ
ムへの資金提供も含まれるべきである」。

軍隊の役割
しかし、国防高等研究計画局（DARPA）のプログラ
ムマネージャーであるジョシュア・バロン（Joshua 
Baron）氏は、国防総省の指導者やセキュリティ専

門家は他の政府が行動するのを待つべきではないと
FORUMに語った。同氏は、「デジタル権威主義の概念
は、外交政策サークル内だけの問題ではなく、国家安
全保障サークル内の問題でもある」と述べている。

デジタル権威主義を可能にする技術は、そのような
環境での活動を同盟国や提携軍にとってより困難なも
のにしている。例えば、リアルタイムの監視やインタ
ーネットの遮断を容易にするツールは、運用上のセキ
ュリティを弱める可能性があると同氏は指摘する。「米
国防総省がインターネット上で行う操作の全てにおい
て、デジタルフットプリントが残る。各国がその環境
をコントロールする能力を高めれば、我々にも影響が
及ぶだろう」

例えば、人口規模の監視技術に多額の投資をしてい
る国は、防衛共同体が歴史的にそれを武器と見なして
こなかったことから、米国の同盟・提携国に影響を与
えるために使用することが有利になる可能性があると
バロン氏は述べている。2021 年 6月にDefenseOne.
comの記事でデジタル権威主義に関連するその他のツ
ールについて、「修正主義政権に対する国民の支持を強
化し、米国の聴衆に対して同様の活動を行うことを奨
励するような、国内の影響力と統制力のある作戦を可
能にする」と説明した。

国防高等研究計画局（DARPA）は、軍と市民が現
場で実際に起きている真実を理解するのを助けること
によって、そうした能力に対抗するツールを作成する
ためのいくつかのプログラムに資金を提供している
と、バロン氏は FORUMに語っている。例えば、紛
争環境下での攻撃に強いモバイル通信ネットワーク
の開発を進めている。RACE（Resilient Anonymous 
Communication for Everyone　仮訳：一般向けで回
復力のある匿名通信）と呼ばれるこのプロジェクトは
暗号化とプロトコル埋め込み戦略によって、大規模
な敵の攻撃からユーザーを回避することを可能にする
と、プログラムを監督する同氏は述べている。また、
RACE技術はDoS 攻撃を軽減し、プライバシーを保護
することも可能だ。

DARPAはまた、MICE（Measuring Information 
Control Environment　仮訳：情報統制環境の測定）
と呼ばれるプログラムを立ち上げ、権威主義政権が検
閲、ブロッキング、スロットリングを通じてインター
ネット上で大規模に国民を抑圧する方法を測定するAI
技術を開発していると同氏は述べている。DARPAに
よると、「MICE が開発した技術は、各国がどのように

「多くの場合、こうしたデータローカライゼーションは、
個人のプライバシーやセキュリティを『保護する』という
名目で実行されるが、真逆の結果になることがよくある」

— 戦略国際問題研究所の脆弱性と移動に関するプロジェクトのディレクター、エロール・イエボク（Erol Yayboke）氏
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国内情報統制を行っているかを包括的かつリアルタイ
ムに把握するために継続的に自動的に更新され、理解
しやすいダッシュボードに継続的かつ自動的に更新ま
た反映される」という。

監視、検閲、ハッキング能力による国家や軍隊の
安全保障上のリスクは増大し続けている。例えば、一
部の政府はデジタル権威主義の延長として、民主主義
と人権を制限するためにデータローカライゼーション
政策を採用している。「国境を越えたデータ流出に対
する規制強化は、新たな懸念材料だ」とイエボク氏は
FORUMは語った。同氏は 2021 年 7月の CSIS 方針説
明会で、データを領土化することで、政府は表現の自由、
プライバシー、人権に対する弾圧をより効果的に実行
できると説明した。
「多くの場合、こうしたデータローカライゼーション

は、個人のプライバシーやセキュリティを『保護する』
という名目で実行されるが、真逆の結果になることがよ
くある。Google マップの検索から Instagramの「いい
ね」、TikTok の投稿までの市民のデータがローカルサー
バーに保存されるようになると、政府はこれらのデータ
を使い民衆をより強く支配する機会を得ることになる。
バングラデシュから中国、ロシアやその他の国で、この
操作は現代のデジタル監視と検閲国家を強化また充実
させる」とイエボク氏は「The Real National Security 
Concerns over Data Localization（仮訳：データロー
カライゼーションにおける実際の国家安全保障上の	
懸念）」と題した報告書の中で記している。

また、データローカライゼーションは国境を越えた
アクセスを遮断することで軍事、法執行機関、情報機関、
その他のセキュリティ専門家間のコラボレーションを
制限する可能性がある。「ソーシャルメディアによる情
報操作や不正な金融活動などのグレーゾーン戦術をロ
ーカライゼーション要件の対象となるプラットフォー
ム上で実行する行為者に事実上安全な避難所を提供す
ることになり、ターゲットとなる国々がこれらの犯罪
と戦い、調査し、場合によっては関連する犯罪の加害
者を起訴する能力を制限する」と同氏は記している。
「米国の友好国や同盟国がより厳しいデータのロー

カライズ要件を採用すれば、すでに煩雑で時代遅れの
相互司法援助条約システムがさらに複雑化し、国境を
越えて流出したデータに関わる事件の増加で法執行の
障壁が高まる可能性がある。これは現在の情報共有ル
ートや企業の報告義務を弱め、情報収集の方法や犯罪
捜査に影響を与えることになる」

デジタル戦略の必要性
このような活動が盛んになるにつれ、統一的なデジタ
ル戦略の必要性がより高まり、これは同じ考えを持つ
国々の間で原則に基づいたアプローチの基礎を形成す
るものであると専門家は考える。「要するに、デジタル
権威主義のツールは制御と操作に力を発揮する。例え
ば、選挙で有利になるように巧妙に表現された虚偽の
情報を利用した偽情報キャンペーンなど、国内外の悪

質な行為者が民主主義の原則と根本的に食い違う方法
で利用できる」と同氏は FORUMに語った。「しかし、
こうした行為者の多くは、実際の直接的な操作ではな
く選挙、市民社会団体、独立した専門家などの民主主
義制度に不信感を植え付けることを基本的な目標とし
ている。この点でデジタル権威主義のツールは他に類
を見ないほど有効である」

これらの理由から米国とその同盟・提携国は中国の
技術とロシアの戦術よりもデジタル統治と監視の選択
肢を提供する必要があると専門家は認めている。同盟・
提携国は、プライバシーを提供しインターネットの自
由を保証し、影響力のあるキャンペーンに対抗するツ
ールを開発する必要がある。志を同じくする国々は、
メセロール氏とポリアコヴァ氏が提言したように、テ
ック企業や非政府組織と協力して個人データの管理に
関する行動規範を策定し、プラットフォーム間で共通
基準を確立し、ソーシャルメディア操作に対処する必
要がある。

各国は両氏が提唱したように、多国間連合の構築を
含むデジタル権威主義に対抗するための研究戦略と政
府全体のアプローチを共同で開発する必要がる。例え
ば、国連の国際電気通信連合や世界貿易機関などの国
際的な技術基準設定機関に、継続的な参加と民主的利
益の代表を確保できるよう国家は産業界と協力するべ
きだと提言している。

DARPAのバロン氏は、「防衛の専門家は、デジタル
な競争の場を理解し、デジタル戦場における自軍の優
位性を強化するためのツールを開発することで道を切
り開くことができる」と述べている。「世界の治安部隊
は、デジタル技術を駆使してより高度に進化している。
より効果的かつ効率的にデータを収集また評価し、ネ
ット上で発生する脅威を現実のものとして取り締まる
ことができる」とイエボク氏は賛同している。o

中国西部の新疆ウイグル自治区のカシュガルで警備員を見守る住民
たち。当局は、ウイグル人やこの地域の他のイスラム教徒の少数民族
に対し拘置所とデータに基づく監視を利用し、警察国家を強制している。
AP 通信
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海底ケーブル 

戦争
海底ネットワークの制御競争が長期的なセキュリティリスクを 

表面化させる

FORUM スタッフ
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に固定された 130 万キロメート
ルを超える光ファイバーケーブル
の迷宮は、毎日世界中の電話とイ
ンターネット通信の約 95％を運
び、毎秒大容量のデータを移動さ
せている。金融取引から軍事命令

まで、あらゆるものがこの 475 本以上のケーブル
の海底網を伝わっていく。 

この重要なインフラがセキュリティに与える影
響は明確であり、回線を制御するものは多大な力
を持つ。専門家は、データがますます重要な戦略
的資産となっているため、特定の状況下ではセキ
ュリティリスクが大きくなる可能性があると指摘
する。ケーブルの損傷は船舶や漁業によるものが
多く、地震やサイクロン、サメの食害などの自然
現象によって運用が妨げられることもあるが、 海底
ケーブルを経由するデータ量が増加し、クラウド
ストレージへの依存度が高まるにつれて意図的で
悪意のある損害が発生する可能性が高まっている。

ワシントンD.C. にある戦略国際問題研究
所（CSIS）の欧州・ロシア・ユーラシアプログ
ラムの客員研究員のピエール・モルコス（Pierre 
Morcos）氏と、同プログラム研究員のコリン・ウ
ォール（Colin Wall）氏によると、「物理的な課題
としての主な 2つの懸念事項は、近年の孤立した
海賊団のような非国家主体や、あるいはもっと可
能性が高いのは、ロシアのような国家的敵対勢力
によるケーブルの破壊や盗聴が挙げられる」とい
う。「例えば、紛争の初期段階における軍事通信

や政府通信の遮断、標的となる人々のインターネ
ットアクセスの排除、経済的競争相手の妨害、地
政学的な目的での経済的混乱などが考えられる。
行為者はこれらの目的を複数またはすべ同時に遂
行することもできる」と両氏は、CSIS のウェブサ
イトに掲載された 2021 年 6月の論文「Invisible 
and Vital: Undersea Cables and Transatlantic 
Security（仮訳：不可視で必須、海底ケーブルと
大西洋横断におけるセキュリティ）」で論じている。

オーストラリア国立大学の研究員であるアマン
ダ・ワトソン博士（Amanda Watson）博士は、政府、
企業、組織は、製造過程で挿入されるバックドア経
由でデータを流出させたり、海底ケーブルに接続す
る陸上施設からデータを盗んだり、深海でデータを
採取するなど、より陰湿な方法でケーブルを改ざん
することもできるとFORUMに語っている。また、
市民や企業、公益事業者がサイバー犯罪やサイバー
攻撃、ランサムウェア、データ盗難の被害に遭う可
能性があるため「一般的なサイバーセキュリティの
リスクが高まる」と、10年以上にわたり電気通信
業界を研究し、太平洋諸島地域におけるケーブル配
備の地図を作成してきた同博士は述べる。

国際的な経済・政治的シンクタンクである大西
洋評議会（Atlantic Council）が 2021 年 9月に発
表した報告書によると、「海底ケーブルの安全性と
回復力、そして海底ケーブル上を移動するデータ
とサービスは、現代のインターネット地政学の要
素としては控えめで過小評価されがちである」と
いう。「Cyber Defense Across the Ocean Floor: 

底

コロンボで、インド系通信会社が敷設した海底ケーブルを	
保守するスリランカのエンジニアとダイバー。AFP/GETTY IMAGES
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The Geopolitics of Submarine Cable Security（仮訳：海
底を横切るサイバー防衛、海底ケーブルにおけるセキュ
リティの地政学）」と題されたこのレポートでは、新しい
海底ケーブルの建設は、常に変化する世界中のインター
ネットの物理的トポロジーの重要な部分だと述べている。 

評議会のCyber Statecraft Initiative（仮訳：サイバ
ー政策イニシアチブ）研究員で報告書執筆者であるジ
ャスティン・シャーマン（Justin Sherman）氏は、中
国のような権威主義的な政府は国営企業の支配力を行
使し、例えばスパイ目的で世界のデータを自分たちに
有利になるようにルーティングすることができると主
張している。同氏は、最近までファーウェイ・マリン
と呼ばれていた中国最大の海底ケーブルサプライヤー
である華海通信技術（HMNテクノロジーズ）に関する
継続的な懸念に加え、海底ケーブルの所有者としてリ
ストされる、中国移動（チャイナ・モバイル）、中国電
信（チャイナ・テレコム）、中国聯通（チャイナユニコム）
などの中国法人はすべて国有企業であると記している。
「トラフィックの経由パターンを変更することで、企業
に利益をもたらし、異なる国の国境を越えて新たな交
通トラフィックを移動させることができ、これにより
データの傍受や技術的な依存関係の構築が可能となる」 

また同報告書によると、海底ケーブルを管理する企
業はネットワーク管理システムを通じて運用リスクを
導入し、部品の制御を一元化しているという。「これ
らのケーブル管理ツールがグローバルなインターネッ
トに接続されると、海底ケーブルが新たなハッキング
のリスクにさらされることになり、それはケーブルト
ラフィックの監視と妨害の両方を含むものである」と
シャーマン氏は記している。 

技術やその展開が進化すればするほどリスクは増
大する。まず、クラウドコンピューティングの普及に

よりインターネット上を流れるデータ量が増加した。
これは新型コロナウイルスのパンデミックによるリモ
ートワークの増加傾向と相まって、データの感度も大
きく向上している。一方、世界のケーブルインフラの
大部分は、他の優先順位を持つ民間企業や国営企業の
寄せ集めによって管理されているいるためケーブルの
計画、製造、設置、メンテナンスにおいてセキュリテ
ィは最重要事項ではないことが多い 。

リスクの増加
このような背景から、海底ケーブル産業は特にインド
太平洋地域においての米中間の最新の勢力争いの舞台
の 1つとなっている。安全保障上のリスクを軽減す
るために米国の同盟・提携国は、中国が支援するケー
ブルインフラに代わるより良い選択肢を提供し続ける
必要があると専門家は主張している。米中間の緊張に
より一部のケーブルの設置が遅れている可能性がある
が、セキュリティ保護について待つだけの価値がある
とコメントしている。

米国とその同盟・提携国の多くは、中国が世界的
な影響力を拡大するための戦略の一環として、中国共
産党系の国有企業や一般企業が海底ケーブル事業に進
出することを長年懸念してきた。米サイバー司令部の
元副司令官であるウィリアム・メイビル退役中佐は、
2019 年にウォール・ストリート・ジャーナル紙に「こ
れもファーウェイが他国のインフラに入り込むための
ベクトルだ」と語り、「ファーウェイ・マリーンに対応

スペインのソペラナ付近で光海底ケーブルを係留する作業員。Facebook
とMicrosoft の出資によるこの接続は、現在スペインと米国の間に伸
びている 6,600 キロメートル以上のマレア（Marea）ケーブルの一部
である。AFP/GETTY IMAGES
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しないことは、中国に隙を与えることだ」と述べている。
「米国とその提携国は会合を持ち協議する必要がある」
2020 年 6月、米商務省はファーウェイを米国での製品
や技術販売を制限するエンティティ―リスト（EL）に
掲載し、数ヵ月のうちにファーウェイ・マリンなどを
含むファーウェイ関連企業のほとんどを追加した。 

2008年にファーウェイの子会社として設立されたフ
ァーウェイ・マリンは、世界の海底ケーブルの90本以
上を建設また修理した後、2019年に上海のホントン・オ
プティック・エレクトリックに売却された。「しかし、こ
の売却は国家安全保障上の懸念を払拭できなかった。な
ぜならホントン（Hengtong）の取締役兼創設者は中国政
府職員だからだ」とハドソン研究所（Hudson Institute）
の上級研究員であるNadia Schadlow （ナディア・シャ
ドロウ） 博士は、2020年 7月のディフェンスニュース
（Defense News）の記事で説明している。2020年、ファ
ーウェイ・マリンは華海通信技術（HMNテクノロジーズ）
として再ブランド化したが、依然として米商務省の規制
の対象となっているとロイターは報じている。 

約 10％のシェアを持つ華海通信技術（HMNテ
クノロジーズ）は、フランスのAlcatel Submarine 
Networks、米サブコム、日本のNECに次ぐ第 4位の
海底ケーブルプロバイダーとして頭角を現す。しかし
Amazon、Facebook、Google、Microsoft などのコ
ンテンツプロバイダーは、世界の海底帯域の少なくと
も半分を所有またはリースしており、市場での存在感
を拡大しつつある。例えば Facebook と Google は、
2021 年に米国とインドネシア、シンガポールを結ぶ 2
本の海底ケーブルを敷設し、北米と東南アジア間のデ
ータ転送容量を 70％増加させる予定であるとロイター
が報じた。東南アジアのインターネットユーザーの多
くはモバイルデータ経由でアクセスするため、新しい
海底ケーブルは帯域幅を向上させることができる。例
えば、インドネシアのインターネットサービスプロバ
イダー協会による 2020 年の調査によると、ブロード
バンドインターネットにアクセスできるのはインドネ
シアの約 10％に過ぎない。 

しかし、コンテンツプロバイダーの市場参入は、セ
キュリティリスクを複雑にしていると専門家は指摘す
る。すでに強力な技術系企業との提携や取り決めによ
り、各国政府はそのケーブルを経由する情報にアクセ
スできるようになる可能性がある。逆にコンテンツプ
ロバイダーは、政府に対して影響力を行使するために、
情報へのアクセスを制限することができる。このよう
に海底ケーブルやその所有権に関する法律は十分に整
備されていないのが現状だ。 

太平洋諸島の進歩
近年、太平洋諸島地域は政府や市民が経済発展のため
により良いインターネット接続を求めるようになった
ため、海底ケーブルの激戦区となっている。国連の国
際電気通信連合によると、2007 年に海底ケーブルで結
ばれていたのは 4つの太平洋諸島の国と地域だけだっ

たが、今後数年以内にほぼすべての太平洋諸島の国々
が接続される予定だという。 

この地域では、同盟・提携国が安全保障上のリスク
を考慮して、中国からのケーブル敷設の入札を何度か
断っている。ロイターによると、ミクロネシア連邦は
2021 年 9月上旬にコスラエとポンペイ間のケーブル
建設について米国の資金提供を受けることを発表し、
安全保障上の懸念から中国主導の入札を拒否した。世
界銀行は 2021 年 6月、米国が華海通信技術（HMN
テクノロジーズ）への発注に異議を唱えたためにプロ
ジェクトの発注を断念した。ロイターによると、当初
の計画では太平洋諸国のナウルとキリバスの島々をつ
なぐ予定だった。

2017 年、オーストラリアはファーウェイ・マリン
がシドニーとソロモン諸島を 4,000 キロメートルのケ
ーブルで結ぶという計画を阻止した。結局、パプアニ
ューギニアのポートモレスビーとソロモン諸島のホニ
アラからシドニーまでを結ぶ「コーラルシー・ケーブ
ルシステム」と呼ばれるケーブル建設は、オーストラ
リアが出資したとCNNは報じている。2019 年にオー
ストラリアのセキュリティ担当者がウォール・ストリ
ート・ジャーナル紙に対し「中国がセキュリティーの
脆弱性を構築する能力を持つことが懸念された」と語
り、「5Gの問題点を如実に反映している」述べた。

ローウィー研究所（Lowy Institute）太平洋諸島プ
ログラムのジョナサン・プライク（Jonathan Pryke）
部長は 2021 年 6月、オーストラリアのABCニュース
に対し「それはオーストラリアが越えられないレッド
ラインと見なされていた。そこで、我々が選んだ購買
パートナーと共にケーブルを助成金として提供し、実
施するというより良い条件提示に踏み切り、中国を除
外した」と述べている。オーストラリアは、ナウルを
コーラルシー・ケーブルシステムに接続する計画につ
いても協議しているとロイターは報じている。 

オーストラリア国立大学のワトソン教授は、「中国
と他国との取り決めの大きな違いは、中国が借款を提
供するのに対し、オーストラリアや他国は贈与をする
傾向があることだ」と FORUMに語る。この地域での
ケーブル設置が進むにつれオーストラリア、日本、ニ
ュージーランド、米国などの提携国が、太平洋諸島諸
国のニーズに応えるためにより総合的な戦略を打ち出
していくことをワトソン氏は望んでいる。

また、オーストラリアは太平洋島嶼国と協力し、
抵抗性と冗長性を高めることで既存のネットワークの
信頼性を向上させることにも取り組んでいる。例えば
2022 年 1月には、フィジーとつながるトンガの主要
海底ケーブルが火山噴火で損傷し、技術の脆弱性が浮
き彫りになった。セキュリティ関係者は今後、大規模
な停電を避けるために追加のケーブルが設置されるこ
とを期待すると述べている。

一方、中国企業は低コストで入札を行うことが多い
が、品質も低いとプライク氏は説明する。「太平洋諸国
は中国に対して気付き始めている。中国から提供され
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たインフラの質が低いことを認識しており、中国企業
に対して妥当な入札をするよう圧力をかけている」と、
プライク（Pryke）部長はABCニュースに語った。
ABCニュースによると、ファーウェイ・マリンが	
パプアニューギニア向けに建設した国内用海底ケーブル
は技術的な問題が続き、投資の失敗との見方が強	
いという。 

専門家は、中国の「一帯一路」構想の一環として、
海底ケーブルや地上や衛星回線の建設を伴う中国のい
わゆるデジタルシルクロード構想が、南アジアからア
フリカに至る発展途上国の他の地域で同様のシナリオ
が展開されているのを目の当たりにしている。国際通
貨基金（IMF）によると、主導国は建設から多少の利
益は得られるかもしれないが、ほとんどのプロジェク
トが中国によって建設、資金調達、管理されているた
め多くの国が債務苦に陥る高いリスクにさらされてい
るという。これは主権の喪失につながり、中国の世界
的な力の誇示を可能にする。

中国が中国建設銀行の資金によりアジア・アフリカ・
ヨーロッパ海底ケーブルとして香港、ベトナム、カンボ
ジア、タイ、マレーシア、シンガポールと接続した後に、
ミャンマー、インド、パキスタン、オマーン、アラブ首
長国連邦、カタール、イエメン、ジブチ、サウジアラビア、
エジプト、ギリシャ、イタリア、フランスとの接続を検
討している。海底ケーブルの陸揚げ局数ヵ所は債務危機
のリスクが高く、2017 年に中国が海軍基地を開設した
ジブチなど、軍事化へのインフラに多額の投資を行っ
ている場所に位置している。「パキスタンでは、中国が
『一帯一路一』の一環として開発を進めているグワダル
港にケーブルネットワークが陸揚げする予定で、米国当
局は中国政府が海軍施設を開設することを望んでいる
と考えているが、中国はこれを否定している。ケーブ
ルは中国との陸上接続を予定している」と、ウォール・
ストリート・ジャーナル紙は報じた。ブナールニュース
（BenarNews）によると、アジア・アフリカ・ヨーロッ
パ間のケーブルのいくつかのセクションで、2021 年を
通して技術的な問題が発生したという。

南シナ海の争奪戦
南シナ海ほど、安全保障上の利害関係が強い場所はな
いだろう。専門家によると、中国が人工島の建設と軍
事化を通じてこの地域の支配権を奪おうとしている一
方で、5Gネットワークを拡大するための海底ケーブ
ルの設置を開始し、近隣の東南アジア諸国へ流れるデ
ータの支配力を高める可能性があるという。

中国が南シナ海にケーブルを敷設しているのは何度
か確認されている。2020 年、ラジオ・フリー・アジ
ア（RFA）とブナールニュース（BenarNews）は、商
業衛星画像を用いて台湾とベトナムが領有権を主張す
るパラセル諸島でのこうした活動を記録した。2017
年に中国電信（チャイナ・テレコム）は、スプラトリ
ー諸島のフィアリー・クロス礁、スビ礁、ミスチーフ
礁の間に光ファイバーケーブルを敷設したと国営メデ

ィアが報じた。ロイターは、2016 年にはウッディ島
の都市や軍事基地と中国の海南島を結ぶ海底ケーブル
の敷設が確認されたと報じている。2015 年以降、中
国人民解放軍は独自のケーブル敷設船を運航している
とラジオ・フリー・アジアは報告している。 

ベトナムは 2020 年 6月に、パラセル諸島での中国
のケーブル活動に異議を唱えた。国営ベトナム通信によ
れば、ベトナム外務省のレ・ティ・トゥー・ハン報道官
は記者団に対し、「ベトナムは国際法に従い、ホアンサ
（パラセル）諸島とチュオンサ（スプラトリー）諸島に
対する主権を確認する十分な歴史的証拠と法的根拠を
持つ」と語った。「したがって、ベトナムの許可なしに
施された 2つの群島に関連する活動は、ベトナムの主権
を侵害するものであり無価値である」と述べている。

米海軍大学校のジェームズ・クラスカ（James 
Kraska）教授はラジオ・フリー・アジアに対し、この
ような中国占領地間の光ファイバー接続は軍事目的の
ためのものである可能性が高いとコメントしている。
同教授は、ケーブルはおそらく中国のさまざまな前線
基地間の暗号化された軍事通信用で、中国の東海岸沿
いにすでに設置されている海底ケーブルシステムに接
続される予定だと述べた。

南シナ海に出現した海底ネットワークは、長期的に
は中国による支配を強める可能性があると専門家は警
告している。「しかし、中国のケースが危険なのは、国
際的な規制と規範を回避しようとするやり方だ。南シ
ナ海の島々を併合することで、自国の主権領域内であ
ると主張できる」と、ヘレナ・マーティン氏は日刊オ
ンライン出版物ザ・マギルインターナショナル・レビ
ュー（The McGill International Review）の 2019 年
の記事で説明している。中国の主張が通れば、国際機
関による新しいケーブルの管理は難しくなる。「東南ア
ジアの国々に影響を与えながらも、中国は技術的に自
分たちの権利の範囲内で活動することになる」マーテ
ィン氏は、為替や市場の操作、あるいは環境破壊的な
行為による国際的な規制や規範の違反に対する制裁が
より困難になると述べる。

一方、Facebook や Google の親会社であるAlphabet
が出資するパシフィック・ライト・ケーブル・ネットワー	
など、東南アジアと米国を結ぶ複数の商用ケーブルの設置
も安全保障上の懸念からいくつか遅延している。この
回線はフィリピン、台湾、米国と香港を結ぶもので、
米国当局は、香港が中国に弾圧されていることから世界
の機密データを中国に提供することを懸念していた。
同じ理由で、カリフォルニア州と香港を結ぶ Facebook
プロジェクトも 2021 年に破棄された。

ハイテク企業が東南アジアユーザーへの拡大を目指
す中、市場動態はセキュリティ問題をさらに複雑化さ
せる可能性がある。アクテル・コンサルティング（Actel 
Consulting）のマネージングパートナーであるクラウ
デ・アーチャー（Claude Achcar）氏は、2021 年 4
月に日経アジアに対して「海底ケーブルは、クラウド
（コンピュータ）サービスの飛躍的な成長と相性が良
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い」と語った。「国にとって賢明なのは、どちらか一方
を選ぶことではない。インドネシアやASEAN（東南
アジア諸国連合）諸国は、中国とアメリカの両方から
技術系企業を受け入れた方がいい」と同氏は述べている。

均衡性のあるアクション
他の専門家は、ブロードバンドインターネットへのア
クセスが増え、情報の流れが速くなることの利点は長
期的には安全保障の懸念と慎重に比較検討されなけれ
ばならないと主張している。2021 年 3月にブルーム
バーグに対し、サイバー政策アナリストでチャタムハ
ウスのセキュリティ担当研究者であるエミリー・テイ
ラー（Emily Taylor）氏は、「そうした地政学がスタッ
クのすぐ下にあるインターネットの物理層に降りてき
ているのは、本当に遺憾なことだ。私たち皆が折り合
いをつけなければならないのは国家安全保障の脅威に
さらされることなく、できるだけ多くのドアを開けて

おくにはどうしたらいいのかという点だ」と述べた。
海底ケーブルは当分の間セキュリティリスクと隣り

合わせの存在となる。このため同盟・提携国は民間セ
クターと協力して、情報共有、リスク評価、セキュリ
ティ基準、監視や修理能力、緊急時計画の改善を推進
して世界の海底ケーブルを守り、その回復力を確保す
るために国際法上の保護を強化する必要があると専門
家は推奨している。
「ホワイトハウスは、中国やロシア政府を含む国家

や国際社会に対するサイバーセキュリティの脅威をま
すます重視するようになり、世界中のインターネット
通信を支える物理インフラのセキュリティと回復力へ
の投資を優先しなければならない」と、シャーマン氏
は大西洋評議会の報告書で結論付けた。「これを怠ると、
これらのシステムは諜報活動に対してより脆弱になっ
てデータの流れを断ち切り、経済や国家安全保障に害
を及ぼすような混乱にさらされることになる」o

太平洋に敷設された海底ケーブル
ナウル共和国は中国企業が契約を獲得することを懸念し、世界銀行主導のプロジェクトから撤退
した後、オーストラリアに新たな通信ケーブルシステムの交渉を依頼した。

ロシア

太平洋

中国

アラスカ 
(米国)

カナダ

オーストラリア

フィリピン
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ギニア

ソロモン諸島

トンガ

フィジー

仏領ポリネシア
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出典：テレジオグラフィー、世界銀行

中国企業が一部所有
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健康関連のサイバーセキュリティ 
脅威への対策

仮想世界が公衆衛生から学べること
セバスチャン・ケヴァニー（SEBASTIAN KEVANY）博士、ディオン・キャニオン（DEON CANYON）博士／ダニエル・K・イノウエ  

アジア太平洋安全保障研究センター

2021 年 5月に発生したアイルランド共和国の
医療システムへのサイバー攻撃は、サイバー
セキュリティと公衆衛生の領域がいかに重複
しているかを明確に示した。ハッカー集団は
暗号化プロセスを使って医療システムを無効
にしサービスを麻痺させたため、手術や他の
不可欠なサービスを延期しなければならず人
命が危険にさらされた。

アイルランド政府は、ハッカー集団に身代
金を支払うか、保護された医療情報を公開す
るリスクを冒すかのトレードオフの考慮を余
儀なくされた。情報の利用を法的に差し止め
るとともに、反身代金要求の声明や、世間一
般の嫌悪感や憤りがハッカー集団に対する有
効な手段となり、懸念されていた個人情報の
流出や医療記録の汚染は回避された。

アイルランドの経験は、世界的に重要な教
訓を与えた。1つは、医療システムは銀行や
その他の重要な社会的メカニズムと同様に、
強化されたサイバーセキュリティによって保
護される必要がある。2つ目に、医療システ
ムはデジタル記録と紙記録への依存度が高ま
ることでのリスクを認識する必要がある。そ
して 3つ目に、健康情報のプライバシーがど
の程度維持されるかについて、多くの疑問が
残されている点だ。

サイバーセキュリティと偽情報は原因も解
決策も異なる問題であるが、インターネット規
制は両方の問題を包含する概念である。同様に、
個人を特定できる情報および保護されるべき健
康情報の保護は仮想的かつ具体的な問題だ。こ
の記事では公衆衛生、健康安全保障、そしてサ
イバーヘルスと呼ばれるものを統合する枠組み
で、これらの異質の概念をまとめている。

現代のサイバー環境
現代のサイバーセキュリティと規制のないイ
ンターネットは、現代の「西部劇」、つまり従
来のルールや義務、法律が適用できる場合で
も、その施行がほとんど不可能な領域である
と言われている。言葉による攻撃や人種差別、
政治的また社会的問題に対する過激な立場を

可能にするものから、医薬品、ポルノ、その
他の過激で暴力的なコンテンツが年齢や教育
レベルに関係なく、ウェブに接続できる全人
口が比較的容易にアクセスできるような無法
地帯のサイバー空間をあちこちで目かけるこ
とができる。

そして、社会と公衆衛生に対するこのよう
な脅威の集合体は、国家および国際的な安全
保障上のさまざまな課題を提起する。しかし、
現時点ではインターネットが象徴する国境を
越えた表現、取引、仮想移動の自由が、いか
なる政府や監視の努力によっても制御される
可能性は極めて低いと見られる。国や超国家
的な統制機関が存在しない以上、現状は継続
するものと思われる。国内により厳格なイン
ターネット政策を実施している国でさえ、国
際的なレベルでは必然的に露呈され、サイバ
ー空間のグローバルで非適合的な性質によっ
て周回遅れにされてしまう。

しかし、国家はサイバー空間の自由と健康
やセキュリティの脅威のバランスをとる必要
がある。無法地帯のサイバー空間は誤った情
報を助長し、過激派やテロリストの組織を拡
大させることさえある。しかし、検閲やイン
ターネット規制は、権威主義的な政権の権力
と支配を促進する可能性があるため、安全保
障と健康への脅威を生み出す。

上記の問題が全てではないにせよ、多くは
安全保障上の脅威と同様にグローバルな公衆
衛生上の脅威に分類され、事実上、全ての危
機は健康への影響を伴っている。したがって、
サイバー過激派に対するより広範な国内およ
び国際的対応の一環として、公衆衛生に関す
る協調的対応の機会が存在する可能性がある。

医療におけるサイバーとの関連性
医療システムは、情報の機密性と身代金の価値
が高いこともあり特にハッキングの被害を受け
やすいと言われている。2020 年、調査機関で
あるベッカーヘルス（Becker Health）は、ヘ
ルスケア関連のサイバーインシデントはデータ
漏洩の 1.5％に過ぎないにもかかわらず、調査
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対象となった米国の病院の 82％が過去 1年間にサイバ
ーセキュリティインシデントを経験したことを明らかに
した。しかし、漏洩記録 1件あたり平均コストは 408
ドル（約 5万円）で、他の業界のコストの 2～ 5倍だ。

さらに、ベライゾン（Verizon）の「2021 年デー
タ侵害調査報告書」によると、全世界で報告されたイ
ンシデントの 2.2%（655 件）、データ漏洩の 9%（472
件）が医療業界で発生したことが示されている。また、
これらの攻撃の背後にある脅威の主体が内部であった
2019 年から、外部攻撃が 61％という水準にシフトし
ている。加害者は、これらの攻撃の動機について 93%
が金銭要求、3%が遊び感覚、2%がスパイ、1%が恨み、
1%が利便性と説明している。また、医療システムに
対するサイバー攻撃も巧妙化しており、ハッカーは医
療記録を盗むだけでなく、画像スキャンを改ざんする
こともできるようになっている。

サイバー環境での機密情報の損失は主に3つの原因が
あり、悪意ある攻撃や犯罪によるデータ漏洩が全体の48
％を占め、次いで人的ミスが27％、システムエラーが
25％となっている。また、医療機関におけるサイバーイ
ンシデントは顧客や患者へ顕著な影響を与え、他の状況
下よりも集団訴訟が発生しやすく、問題が容易に拡散する。

そのため、医療機関ではソフトウェアの更新やネッ
トワーク全体の入れ替えが必要になり、多額なコスト
が発生する可能性がある。この分野で注目すべきは、
2017 年に北朝鮮がスポンサーとなったランサムウェア
「WannaCry」のように、医療機器だけでなく医療サー
ビスをも標的とした攻撃があるということだ。 

より具体的な動機が、今後のサイバー攻撃を促進す
る可能性がある。ハッカーは、患者や病棟への気流を
止めたり、エレベーターを停止して患者の緊急手術の
移動を制御したり、緊急手術を開始するために患者の
スキャンを修正したり、救命医療機器機能の変更がで

きるため、サイバー攻撃による暗殺が理論上可能とな
る。大規模な医療機関を標的とした市場操作や知的財
産の窃盗などが、テロや国家支援攻撃の動機となる可
能性が高い。

公衆衛生と医療におけるサイバーセキュリティの
類似性
2020 年の新型コロナウイルス感染症のパンデミックの
間に、医療関連組織に対するサイバー攻撃は倍増し、
28%がランサムウェアに関連する。世界的な脅威に関
する 2021 年の CrowdStrike の報告書によると、フィ
ッシング攻撃は高リスクの脅威とされており、その手
口には、疾病の追跡、検査、治療に関する情報を求め
る個人の搾取、世界保健機関（WHO）や米国疾病予防
管理センターなどの情報を求める医療機関のなりすま
し、個人情報と引き換えに金融支援や政府の景気刺激
策を提供することなどが挙げられる。

上述の通り、インターネット規制はサイバーセキュ
リティとは別物であり、また、公衆衛生における誤報
にも別途、加担する可能性がある。しかし、インター
ネット規制の取り組みが概ね失敗に終わったことで、
最近ではワクチン陰謀論や関連する疑似科学に代表さ
れるように、インターネットは公衆衛生分野における
誤報や偽情報を増幅するため使用されている。仮に強
制力があるとしても、あるいはそのような悪質な行為
を規制する手段が考案されたとしても、インターネッ
ト上の規制だけでは問題に対処できない。

公衆衛生とサイバーセキュリティの領域では、ウイ
ルス、スキャン、バグ、その他のサイバーセキュリテ
ィの用語はすべて医療分野から流用されている。同様
に、サイバー攻撃の脅威は感染症の脅威と共通点が多
く、伝染病で見られるような加速と先細りの周期的な
弧を描くことが多い。さらに、サイバー攻撃と公衆衛
生の考慮事項の世界的な性質が明らかになった。した
がって、公衆衛生の流行性感染症やウイルスへの対応
から学ぶことは、サイバー脅威への対応を概念化する
上で大いに役立つ可能性がある。

公衆衛生から解決策を探る
公衆衛生キャンペーンには成功の歴史がある。HIV／
エイズに関する予防メッセージ、性感染症やマラリア、
結核に関する健康教育、または「アルマ・アタ宣言」
のようなプライマリ・ヘルスケア協定の宣言など、グ
ローバルヘルスは、世界保健機関（WHO）、世界銀行、
国連エイズ計画、世界エイズ・結核・マラリア対策基金、
米国大統領エイズ救済緊急計画などの組織の努力によ
って計り知れない改善を遂げてきた。

したがって、サイバー啓発メッセージを公衆衛生キ
ャンペーンに組み込むことや、その逆の方法も、サイ
バースペースで容易に入手できる危険や偽情報につい
て国民を教育する有意義な方法かもしれない。関連す
る政策提言としては、次のようなものが考えられる。

•	HIV ／エイズやその他の感染症に関する健康キ

当局は、英国の情報技術専門家であるマーカス・ハッチンス（Marcus 
Hutchins）氏が 2017 年に英国の国民保健サービスなどのコンピュ
ーターファイルを人質にとった世界的なサイバー攻撃「WannaCry」
を減速させたと称賛している。AP 通信
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ャンペーンを拡大し、治療や予防に関するネッ
ト上の偽情報についての警告を含むようにする。
このような間接的なアプローチにより、他の分
野と同様に健康分野でも、ネット上の情報をす
べて信用しないよう市民に呼びかけることで、
多くの発展途上国で健康やサイバーに関する意
識が向上する可能性がある。

•	サイバー空間における一般的な誤報に対抗する
ために、WHOやその他の国連機関がより直接
的な関与を行う余地があるかもしれない。これ
には過激派やテロリズム、あるいは人々の精神
的また身体的健康といった領域において、イン
ターネット上の「事実」や「フェイクニュース」
に警告を発する政策やメッセージキャンペーン
が含まれる可能性がある。

•	インターネットのプライバシーの優先順位は、医
療システムの機能、身代金要求、ハッキングの脅
威とのバランスを考慮した上で見直す必要があ
る。私たちは日常的に、インターネットを利用す
ることで得られる多くの即効性と引き換えに個人
のプライバシーを取引しており、個人情報の保護
はもはや聖域ではなくなった。同様に、データプ
ライバシー重視の緩和は予防において大きな潜在
的利益をもたらし、データ共有とリアルタイムで
のベクター追跡を容易にすることで、将来の伝染
病の発生を抑制することができる。

•	追跡不可能なハッキングを可能にするアプリや
組織、企業の多くは、米国や欧州に拠点を置
いている。これらの中にはトーア（ Tor：The 
Onion Router）プロジェクトのように、ハッカ
ーが身代金要求の際に自由かつ匿名で活動でき

るものもある。これらのアプリは、反体制派の
ジャーナリストやその他の崇高な目的のために、
インターネットを介した自由で匿名性の高いコ
ミュニケーションを可能にする方法という枠組
みがあるものの、身代金、ハッキング、人身売
買や武器取引など多くのダークウェブ活動を促
進している。そのような犯罪行為を容認するよ
うなポリシーを見直す必要がある。

•	サイバーセキュリティの問題には、今やテクノ
ロジーを駆使した解決策が不可欠だ。その中に
は、個人情報や医療情報などの機密情報を管理
的、物理的、技術的に保護することや、インタ
ーネット上の誤報に対処するための国内外での
インターネット規制の強化などが含まれる。

•	医療における情報技術の問題として、リーダー
シップによるサイバーセキュリティの優先順位
付けが変わる必要がある。これは企業リスクマ
ネジメントのアプローチを必要とする患者ケア
の脅威と急速になりつつある。

蔓延するサイバー脅威の抑制には時間がかかるが、
すべての関連組織のリソースを活用したマルチセクタ
ーの対応により、スリリングかつダークで制限のない
極端なサイバー時代を終わらせることができる。個人
の健康に対する脅威は、国内外の保健当局の高官が呼
びかけることで深刻に受け止められることを学んだ。
拡大するサイバーセキュリティの脅威とそのグローバ
ルヘルスとの関連性に対し、同じ一連の原則を適用す
ることが望ましい。o

この記事はダニエル・K・イノウエアジア太平洋安全保障研究センターのオンラインジャ
ーナル「セキュリティーネクサス（Security Nexus）」2021 年 7 月号に掲載され、FORUM 
のために再編集したものです。

2021 年 5 月、ダブリンにある
アイルランド保健省がハッカー
に攻撃され、情報技術の大部分
が停止して人命が危険にさら
される事態となった。  ロイター
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IPDF 技術革新

タイの研究者がワクチン
採取量を増やすロボッ
トシステムを開発

タイの研究者が新型コロナウイルス感染症
ワクチンの採取量をより効率的に引き出
し、供給を最適化する装置を開発した。

チュラーロンコーン（Chulalongkorn）大学
の研究者によると、ロボットアームを使用した
AutoVacc システムは、バイアルから 4分で 12
回分のアストラゼネカ社製ワクチンを抽出するこ
とができる。

これは、手動による10回の抽出を基準とすると
20％増となるという。本機はアストラゼネカ社
のマルチドーズバイアルにのみ対応する。

主任研究員のジュタマス・ラタナヴァラポーン
（Juthamas Ratanavaraporn）氏は「抽出量が
20％増えるということは、100 万人分のアスト
ラゼネカ社のワクチンがあれば、この機械で 120
万人分の投与が可能になるということだ」と語	
った。

廃棄物を減らすために設計された注射器を使
って、1バイアルあたり最大 12回分の用量を抽出
できる医療従事者もいるが、それには高度な技術
が必要だと同氏は述べる。「これは医療従事者の
体力を奪うことになりかねない。何ヵ月間も毎日
やらなければならないのだから」 

2021年 9月時点で、タイの人口6,600万人以上
の約9％が完全な接種を受けており、ワクチン供給量
が予想よりも少なかったこともあり展開が妨げら
れている。

研究チームは、3〜 4ヵ月以内にさらに 20台
の AutoVacc を製造できるはずだが、全国展開	
するには政府の資金と支援が必要だという。

ジュタマス氏によると、試作機の価格は注射器
などの関連材料を含めて 250 万バーツ（約 899
万円）だと言う。研究者たちは、ファイザー・	
バイオンテック社やモデルナ社のワクチンで使用
する同様の装置も作る予定で、この装置によって
医療従事者の負担が軽減されると同氏は述べている。
「医療従事者の疲労により人為的なミスが発生する
可能性があるため、機械に任せるべきだ」とも発言
している。ロイター

ニュージーランドの起業家ピーター・ベック（Peter Beck） 
氏（写真）は 2021 年 8月下旬、ナスダック上場により新たな節
目を迎えたスタートアップ企業であるロケット・ラブ（Rocket 
Lab）は、地球外生命体の痕跡を生涯かけて追い求めた結果
だと語った。
この衛星打ち上げ会社は、ナスダック・コンポジットに上場

し、時価総額が約 44 億ドル（約 5,384 億円）のテスラ社（Tesla 
Inc .）の最高経営責任者イーロン・マスク（Elon Musk）氏が
率いる SpaceX と比較されることが多い。
ロケット・ラブは 2021 年 3 月にプライベートエクイティ

企業のベクターキャピタルが支援する企業との合併による株
式公開に合意し、特別目的買収会社を含む一連の宇宙企業上場
の中で最新のものとなった。  
「私個人にとって、生涯をかけて答えが見つかるかもしれ

ない最大の疑問、そして地球上すべての人にとっての最大の
疑問は、私たちが宇宙で唯一の生命体なのかどうかというこ
とに尽きる」とベック氏は述べた。
ニュージーランド南島の南端に近い都市インバーカーギル

で育った彼は、父親が星を指差して「あそこから誰かが見 
ているかもしれない」と言ったことがきっかけで宇宙に興味
を持つようになった。「若き日の人生で最も心を動かされた瞬間
だった。そのため私たちの考えの根底にあるこの重要な問い
対する答えを見つけるために挑戦しようと心に誓った。この
機会を得られたことを嬉しく思う。宇宙船も、発射台も、 
それを遂行するチームもあるのだから」
ロケット・ラブは、2021 年に NASA の火星探査のための

宇宙船を開発する企業に選ばれた。また、2020 年に金星の
雲にホスフィンというガスを発見した科学チームと協力し、
2023 年の金星への民間ミッションを主導している。
「これはハイリスクな生命探査ミッションで、他の惑星 

への初の民間ミッションだ」とベック氏は述べた。
ロケットラボは、防衛大手のロッキード・マーチン社などを

後ろ盾に、2006 年以来 100 基以上の人工衛星を宇宙に打ち上
げてきた。ロイター

宇宙の神秘 
ニュージーランドの 
ロケットマンの旅 
ナスダックへ上場
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韓国の研究者がカメレオンのような
人工「皮膚」を開発

韓国の研究者は、自然界の生物学にヒントを得て、 
カメレオンのように周囲の環境に合わせて色調を素早
く調整できる人工皮膚のような素材を開発した。

ソウル大学校の機械工学コ・スンファン（Ko 
Seung - hwan）教授（写真）率いるチームは、温度によ
って色が変わる特殊なインクを使い、小型で柔軟なヒー
ターで制御して「皮膚」を作り出した。彼らの研究は、
2021 年 8 月にネイチャー コミュニケーションズ（Nature 
Communications）誌に掲載された。

「砂漠で森林迷彩服を着ていると、すぐに目立ってしまう。
周囲の環境に合わせて色や模様を能動的に変化させることが、
私たちが生み出したカモフラージュ技術のキーポイント
だ」と同氏は語る。

研究チームは、熱変色性液晶インクと垂直に積み重ねた
多層銀ナノワイヤヒーターに色検知センサーを搭載した 
ロボットを使用した技術を実演した。センサーが周囲に 

「認識した」色を、皮膚は模倣しようとした。
「センサーで検知した色情報をマイクロプロセッサーに

転送し、銀ナノワイヤヒーターに転送する。ヒーターがある
温度に達すると、熱変色性液晶の層が色を変える」と同氏
は説明する。

この多層構造で柔軟な人工皮膚の厚さは、人毛の直径より
薄い。ドットや線、正方形などの単純な形状の銀ナノワイ
ヤ層を追加することで、皮膚に複雑なパターンを作り出す
ことができる。

「この柔軟な皮膚は、ウェアラブルデバイスとして開発
され、ファッション、軍事用迷彩服、美観を目的とした車

や建物の外装、将来のディスプレイ技術に利用できる」と
同氏は述べている。ロイター
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今後の期待IPDF

研
究者は、世界中の 200 万枚以上の衛星画像を用い
て、世界のサンゴ礁の包括的なオンラインマップ
を完成させた。

この新たなマップは、サンゴ礁の保護、海洋計画、
サンゴ科学の参考資料として、気候変動によって失わ

れつつある脆弱な生態系を救おうとする研究者のために活用される。
マイクロソフトの共同創業者である故ポール・アレン（Paul 

Allen）氏にちなんでアレン・コーラル・アトラス（Allen Coral 
Atlas）と名付けられたこの地図は、2021年 9月に完成した世界初
の高解像度の地図だ。サンゴはもちろん、砂や岩、海草などの海底
構造の種類を含む現地のサンゴ礁に関する詳細な情報を提供する。

水深 15メートルまでの海域を含むこの地図は、海洋保護区、
埠頭や防潮堤などのインフラの空間計画、サンゴの再生プロジ
ェクトに関する政策決定に活用されている。

このプロジェクトのマネージングディレクターであり、
アリゾナ州立大学地球発見保全科学センター（Arizona State 
Universityʼs Center for Global Discovery and Conservation 
Science）のグレッグ・アスナー（Greg Asner）所長は、「今回
の業績における最大の貢献は、サンゴ礁の生物圏全体を統一的
にマッピングしたことだ」と述べる。

同氏によると、何百人もの現地協力者からなるネットワーク
がサンゴ礁の情報を提供してくれており、研究者は衛星やソフ
トウェアをプログラムして、適切な場所に焦点を当てることが
できる。「そして、これまでの超局所的な意思決定により、より
大きなスケールでの意思決定ができるレベルまで条件を引き上
げることができる」と同氏は述べる。「もっと統一的に把握しな
ければ、国連が真の役割を果たすことはできない。500 もの島々
から成る列島政府が、どのように統一的な判断を下すのか」

このマップには、地球温暖化などの影響でストレスを受けているサンゴ
をチェックするためのサンゴ白化モニターも含まれている。アスナー
氏によると、世界のサンゴ礁の約75％はこれまでこれほど詳細に
マッピングされたことがなく、多くは全くマッピングされていない。

このプロジェクトは、2017 年にアレン氏の慈善財団である
バルカン（Vulcan）社が、ハワイの研究者ルース・ゲイツ（Ruth 
Gates）氏と共同で、極限状態を生き抜く「スーパーサンゴ」を
生み出し、サンゴ礁の再生につなげるアイデアをバルカン社が
資金提供したことから始まった。ゲイツ氏とバルカン社は、当

時ハワイでサンゴ礁のマッピングを行うグローバル エアボーン
天文台（Global Airborne Observatory）で仕事をしていたアス
ナー氏を引き抜いた。

世界のサンゴ礁を救いたいと語るアレン氏は、技術を駆使し
てデータを可視化するというアイデアを気に入ったため、ゲイ
ツ氏は衛星会社のプラネット社とグループを結び、アレン氏は
約 9百万ドル（約 11億円）の資金を提供した。

オーストラリアのクイーンズランド大学では、人工知能技術
と現地の参照データを用いてマップ上に層を生成した。マップ
は、ネット上で閲覧できる。

アレン氏とゲイツ氏は 2018 年に亡くなったため、アスナー氏
らが本プロジェクトを引き継ぐことになった。「もしルースが生き
ていたら喜ぶだろう」とアスナー氏は言う。「これが実現するなん
てくすぐられるような気分だろう」このマップを使って、「計画や
サンゴ礁の再生に最大限の効果を発揮できるようにしたい」とい
う研究者からの問い合わせが全体の 3分の 1を占めるという。

ゲイツ氏は自分が病気であることを知ると、友人で同僚で
もあるナショナルジオグラフィック協会のヘレン・フォックス
（Helen Fox）氏を選任し、自然保護団体がこのツールを使える
ように支援した。現在、コーラル・リーフ・アライアンス（The 
Coral Reef Alliance）の保全科学ディレクターを務めるフォッ
クス氏は、「本当に世界的な取り組みだった」と語る。「このツ
ールや科学的また保全的価値の潜在価値について、人々に認識
してもらうための普及活動には多大な努力があった」

研究者らが 
世界のサンゴ	
の詳細な地図
を初めて作成
記事＆写真提供：AP 通信

オーストラリア北東部の海岸沿いに広がるグレートバリアリーフには、
2,300 キロメートルを超える 9,000 種以上の種が生息している。新
たなマップは、研究者が世界最大のサンゴ礁を含むサンゴ礁の	
健康状態を監視するのに役立つだろう。

写真（上）：ハワイのキャプテンクック近くの研究室で海水温度のデータ
を確認する、アレン・コーラル・アトラス（Allen Coral Atlas）の	
マネージングディレクターであり、アリゾナ州立大学地球発見保全科学
センター（Arizona State University's Center for Global Discovery and 
Conservation Science）のグレッグ・アスナー（Greg Asner）所長。
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2021 年 12 月、ソウルに所在する韓国国防部において、訪韓中の
ロイド・オースティン米国防長官と韓国の徐旭国防部長官の前で
実施されたテコンドー実演で飛び蹴りを披露する大韓民国陸軍第
2 軍の兵士たち

最後の写真IPDF

写真提供：ソン・ギョンソク（Song Kyung-Seok）/AFP/Getty Images

空を切る
飛び技

最後の写真IPDF
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